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研究要旨 

本研究は、腰痛災害が増加している陸上貨物運送業において、効果的な腰痛予防対策を

確立し、社会実装することを目的とした研究事業である。令和 7 年度事業は、前年度に

組織した産官学連携コンソーシアム会合を継続して開催するとともに、本事業の専用ウ

ェブサイトを整備した他、事業場調査の継続、文献レビューによる学術エビデンスの整

理、前年度開発したデジタルヘルスツール等を活用した介入研究などを行った。 

文献レビュー班では、産官学連携コンソーシアムメンバーより重要度が高いと評価さ

れたヘルスケアクエスチョンを中心に、学術エビデンスの整理を行い、重量物取扱い作業

者における腰痛対策の効果をメタアナリシスによって統合した。 

事業場調査におけるヒアリングでは、デジタルヘルス技術(DHT)介入の実用的な助言

や良好事例、介入プログラムの実現可能性などの意見を収集した。また、前年度 WEB ア

ンケート調査で得られた知見を専用ウェブサイトに掲載するなどの情報提供を行った。 

さらに、介入研究では姿勢推定 AI を活用した Web アプリによる荷物の持ち上げ・運

搬・押し引き作業リスクの評価ツール、個人の骨盤固有角測定ツールなどを活用した複合

型介入アプローチを開発し、研究参加の同意を得た 6 企業・団体において効果の検証を

行った。 

次年度は一連の研究成果を統合し、陸上貨物運送業における新機軸となる腰痛予防対

策を含めた Minds 参照型ガイドラインの策定を行う。 
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A. 研究目的 

本研究事業では、行政、労働災害防止団

体、民間企業、学術団体が連携した産官学連

携コンソーシアムを組織し、陸上貨物運送

業における効果的な腰痛予防対策を確立・

社会実装するために、Minds（Medical 

Information Network Distribution 

Service）参照型の腰痛予防対策ガイドライ

ンを策定することを目的としている。 

中間年度となる令和 7 年度は、本事業の

目的を達成するために、主としてガイドラ

イン策定の基礎資料となる陸上貨物運送業

の腰痛予防対策エビデンスを整理したほか、

新基軸となる腰痛予防対策（介入プログラ

ム）の効果検証・ブラッシュアップを行っ

た。さらに、令和 8 年度でのガイドライン

策定・新たな腰痛対策の社会実装を見越し

て、紙面ではなく誰でもすぐに閲覧できる

ウェブサイトの基盤を構築した。 

 

B. 研究方法 

昨年度に引き続き、事業の進捗状況確認

および相互連携と情報共有を図るため、研

究代表者・研究分担者・研究協力者が原則、

毎月 1 回オンライン会議を開催して以下の

研究事業を進めた。 

 

研究 1：Minds 参照型ガイドライン整備 

研究 2：システマティックレビュー 

研究 3：運輸業における事業場調査 

研究 4：介入プログラム開発・検証 

研究 5：普及戦略の策定と効果検証 

 

B-1. Minds 参照型ガイドライン整備 

昨年度と同様に、行政、労働災害防止団

体、民間企業、学術団体の代表者などから構

成される産官学連携コンソーシアム会合を

開催した。また、患者・市民参画（PPI: 

Patient and Public Involvement）の機会や

ガイドライン策定・公表を想定して、本事業

専用のウェブサイトの基盤を整備した。さ

らに、産官学連携コンソーシアムへの参画

企業・団体の担当者にインタビューを行い、

Foreground Question（FQ）の整理に着手

した。 

 

B-2. システマティックレビュー：陸上貨物

運送業における腰痛予防エビデンス整理の

ための文献レビュー 

文献レビュー班では、陸上貨物運送業に

おける介入アプローチの科学的知見を整理

するため、昨年度から継続してシステマテ

ィックレビュー（SR）およびメタアナリシ

スによる効果の統合を実施し、腰痛対策の

効果を評価した。 

 

B-3. 運輸業における事業場調査 

令和 7 年度は良好事例の収集に加えて、

開発プログラムの実行可能性ヒアリングも

含めた現場調査を行った。加えて、PPI の

一環として前年度に実施したアンケート調

査の結果を公表したほか、アンケート調査

の追加解析を行った。 

 

B-4. 介入プログラム開発・検証：陸上貨物

運送業における荷物取扱い作業の腰痛リス

ク評価のためのデジタルヘルステクノロジ

の開発に関する研究、骨盤固有角（PI）を活

用したテーラーメイド腰痛予防コンテンツ

の開発と姿勢協調パターンの予備的分析、

作業負担のトレーニング量換算に基づく

On the Job Exercise 介入の実環境実装と評
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価および陸上貨物運送業を対象とした複合

型腰痛予防介入アプローチの効果検証 

 AI (Artificial Intelligence)姿勢推定手法

を活用したデジタルヘルスツール（DHT）、

骨盤固有角（Pelvic Incidence：PI）推定ツ

ール、姿勢推定技術とエクササイズ・アシス

トスーツを組み合わせた On the Job 

Exercise などを活用した複合型介入アプロ

ーチの開発ならびにブラッシュアップを行

った。また、これらのアプローチを基軸とし

た腰痛対策プログラムの効果検証を行った。 

 

B-5：普及戦略の策定と効果検証：陸上貨物

運送業における腰痛予防対策の社会実装に

向けた事前調査 

研究 4 で検証する複合型介入アプローチ

の実行可能性調査のための予備調査として、

実装アウトカムの 8 指標を参考にした 8 項

目（受容性、必要性、実装可能性、実用性、

適合性、統合可能性、拡張性、限定的有効性）

に関するアンケート調査を実施した。 

 

C. 研究結果 

 本総括報告書では、研究事業の概要また

は分担研究における要旨を報告する。 

 

C-1. Minds 参照型ガイドライン整備に向け

た産官学協働コンソーシアム会合開催およ

びウェブサイト整備 

 昨年度に引き続き、厚生労働省安全衛生

課、陸上貨物運送事業労働災害防止協会、民

間企業・団体 6 社（幸楽輸送株式会社、佐

川急便株式会社、全国赤帽軽自動車運送協

同組合連合会、日本通運株式会社、北海道セ

ンコー株式会社、ヤマト運輸株式会社）、5

つの学術団体（中心学会：日本人間工学会、

産業保健人間工学会、日本産業衛生学会 作

業関連性運動器障害研究会、一般社団法人

関西産研、軽労化研究会）によるコンソーシ

アム会合を 2 度開催した（いずれもオンラ

イン開催）。今年度第 1 回会合は 2025 年 7

月 14 日(月) に開催し 37 名が参加した。第

2回会合は 2026年 1月 27日(火) に開催し

37 名が参加した。また、今年度よりアドバ

イザーとして、整形外科医 2 名が会合メン

バーに加わった。 

 令和 8 年度のガイドライン策定を見据え

て、PPI の機会担保および易アクセス性を

図 1. CoMITウェブサイト（https://comitproject.com/） 
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考慮して、本事業の専用ウェブサイトであ

る CoMIT（Co-Making Intervention Tips 

development project）サイトの基盤整備に

着手した（図 1）。CoMIT サイトでは、本事

業で得られた成果を公開するだけでなく、

開発した介入プログラム配付のプラットフ

ォームとしても機能するよう整備を行った。 

 

C-2. システマティックレビュー結果 

この分担研究では、Minds 参照型の腰痛

予防ガイドラインに向けたシステマティッ

クレビュー（SR）を実施した。陸上貨物運

送業で取り組まれている腰痛予防対策の効

果について調査するため、前年度のスコー

ピングレビューの結果をもとに網羅的な検

索式を作成し、4 つの学術データベース

（PubMed、Web of Science、Scopus、医中

誌 ） を 用 い て 文 献 検 索 を 実 施 し た

（PROSPERO: CRD420251006371）。重複

を除外した 856 件の文献を対象にタイトル

と抄録によるー次スクリーニングを行った

が、組入基準である陸上貨物運送業に合致

する文献は 1 件のみであった。すなわち、

職種を陸上貨物運送業のみに限定した場合

にはエビデンスがごく僅かであることが明

らかとなった。そこで、倉庫内作業者を想定

して、重量物取扱い作業へスコープを拡大

し、再度スクリーニングを実施した。その結

果、9 件のランダム化比較対照試験が抽出

された。メタアナリシスのサブグループ解

析の結果、複合型アプローチ、エクササイズ

介入について効果の統合を行ったが、有意

な効果は認められなかった。しかしながら、

いずれのサブグループについても腰痛軽減

方向への効果が観察された。今後は、運輸業

に対象を絞ったさらなる介入研究が必要で

ある。 

 

C-3. 事業場調査 

産官学連携コンソーシアム会合へ参加し

ている企業に許可を得て、2026 年 11 月 12

日(水)に事業場訪問を行った。荷役作業・朝

礼・職場体操の見学に加えて、本事業で開発

したデジタルヘルスツール（ISO 11228-1

評価）の用途について現場の作業者と意見

交換を行った。現場の管理者からは、作業中

の評価などは難しいかもしれないが、社員

に作業姿勢リスクを提示するツールとして

良い、という評価であった。その他、営業所

が自主的に行っている腰痛対策（掲示物や

体操など）、社内表彰制度、運転記録システ

ムの紹介など良好事例を収集した。 

 さらに、令和 6 年度に実施した Web アン

ケート結果の概要について、陸上貨物運送

業の作業者における腰痛有訴割合（66.9%）、

職種による腰部負担の違い、取り組んでい

る予防対策などについてコンソーシアムメ

ンバーに供覧・承認を得たのちに、CoMIT

サイト上に調査結果として情報をテスト公

開した（図 2）。なお、正式にはコンソーシ

アム会合にて供覧し意見を聴衆しブラッシ

ュアップを行ったのちに正式公開する予定

である。 

図 2. WEBアンケート結果(テスト公開) 
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C-4-1. 陸上貨物運送業における荷物取扱

い作業の腰痛リスク評価のためのデジタル

ヘルステクノロジの開発に関する研究 

陸上貨物運送業における業務上腰痛の予

防対策を社会実装するためには、現場の作

業者や管理者が容易に活用できるデジタル

ヘルステクノロジ（DHT）の構築が不可欠

である。本研究では、昨年度開発した荷物取

扱い作業のリスク評価アプリに対してコン

ソーシアム等で指摘された「数値や運用方

法が難解である」という課題を解決すると

ともに、作業者の骨格特性（骨盤固有角：PI）

に応じたテーラーメイド型介入を実現する

ための新たなDHTツールの開発を行った。 

昨年度開発した荷物取扱い作業腰痛リス

ク評価アプリのユーザーインターフェース

（UI）を大幅に簡略化し、評価値を推奨質

量上限（ Recommended Weight Limit, 

RWL）と腰痛リスク指標である持ち上げ指

数（Lifting Index, LI）に絞り込んだ簡易版

を構築した。RWL と LI だけでは、作業改

善へ繋げにくいため、RWL 計算に用いた各

乗数のグラフ表示機能も追加し、導入促進

のための動画マニュアルも作成した。 

次に、スマートフォン等で簡易に PI を測

定するための「PIE（骨盤固有角 PI 評価）

アプリ」を新規に開発した。本アプリでは、

画像処理ライブラリ（OpenCV）の Canny

法を用いたエッジ検出により、臀部後縁の

位置を実測ベースで抽出するアルゴリズム

を導入した。さらに、撮影画像に応じたエッ

ジ検出の閾値を自動スキャンし、Hip-Knee 

Line (HKL)角が一定値となる最適なパラ

メータを算出する自動調整機能を実装した。 

これらの開発により、現場での腰痛リス

ク認知を促す簡易版評価アプリと、個人の

解剖学的特性をマルチデバイスで評価可能

な PIE アプリの実装を達成した。 

 

C-4-2. 骨盤固有角（PI）を活用したテーラ

ーメイド腰痛予防コンテンツの開発と姿勢

協調パターンの予備的分析 

本研究は、職場における腰痛予防対策を

体系的に推進するために実施された一連の

改善活動の内容を整理し、背景にある考え

方・根拠・設計意図を補足するとともに、骨

盤固有角（PI）別の姿勢協調パターンに関

する予備的分析結果を報告する。 

介入プログラムにおける各 Action は「教

育・個別化・周知・実践・評価・定着」とい

うPDCAサイクルに基づいて体系的に構成

されており、個人の PI 別特性を軸にしたテ

ーラーメイド対策と組織的な改善活動の両

立を図った。PI 別掲示資料（Action4）では、

DHT班が開発した PIEアプリによる PI判

定（S/M/L 三段階）を活用し、個人特性に

基づくリスク情報を提供した。Action17 で

は、PI 特性の職員間共有によるコミュニケ

ーション促進と継続的職場改善を意図した。 

姿勢協調パターンの予備的分析では、荷

物持ち上げ作業における関節運動の協調構

造を分析するため、等尺度対数比（ILR）変

換を用いた組成データを固有値分解し、関

節運動の特異性を算出した。PI 区分と作業

高さを固定効果とする変量モデルでは、作

業高さのみが有意な主効果を示し、PI 区分

の有意な効果は確認されなかった。本結果

は、持ち上げ動作の協調パターンが個人の

骨盤形態より作業高さに強く規定される傾

向を示唆し、作業環境介入の重要性を支持

するものである。 

C-4-3. 作業負担のトレーニング量換算に
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基づく On the Job Exercise 介入の実環境実

装と評価 

本研究では、作業負担をトレーニング量

として再定義する On the Job Exercise

（OJE）の概念に基づき、作業姿勢および

作業環境内の重量情報から身体負担を定量

化し、それを筋力トレーニングの運動量へ

換算する手法を構築した。さらに、本手法を

実環境に適用し、作業中の身体負担を運動

量として可視化するとともに、体力測定結

果と統合したコンディショニング介入を実

施した。その結果、トレーニング量換算およ

びそれに基づく身体ケア介入を実運用環境

において実施可能であることを確認した。 

 

C-4-4. 陸上貨物運送業を対象とした複合

型腰痛予防介入アプローチの効果検証 

陸上貨物運送業における労働者の腰痛災

害千人率は他の業種よりも 4 倍程度高く、

効果的な腰痛対策の実践が喫緊の課題であ

る。しかしながら、陸上貨物運送業に特化し

た腰痛介入アプローチに関するエビデンス

は乏しい。特にドライバー、倉庫内作業者そ

れぞれで作業条件や作業方法が異なること

から、腰痛対策の方向性も作業特性に合致

するように設計する必要がある。また、腰痛

の発生要因はマルチファクターであること

から、エクササイズなど単一の対策ではな

く、職員教育や人間工学的対策、参加型職場

改善など複合的なアプローチが必要となる。

そこで、本研究では陸上貨物運送業に特化

した新たな介入として、デジタルヘルステ

クノロジを活用した職場改善プログラムな

らびに骨盤固有角を考慮した介入プログラ

ム、アシストスーツやエクササイズによる

介入プログラムなどの複合的なアプローチ

の腰痛対策効果を検証する。 

各介入プログラムでは、改善活動などの

Action、個人で実施するワーク、学びのため

の knowledge など、作業者に分かりやすい

腰痛対策コンテンツを整備した。Active 

control 群は腰痛体操・厚生労働省の腰痛対

策情報を提供し、6 か月間の効果の違いを

検証するためにクラスター非ランダム化比

較対照試験を実施した。 

 

C-5. 陸上貨物運送業における腰痛予防対

策の社会実装に向けた事前調査 

本研究では、陸上貨物運送業における腰

痛予防対策の社会実装に向け、本事業で整

備した複合型介入プログラムの社会実装の

可能性を検証するFeasibility Studyに向け

た事前調査の設計および実施準備を行った。

介入プログラムの実装可能性を多面的に評

価する質問票（受容性、必要性、実装可能性、

実用性、適合性、統合可能性、拡張性、限定

的有効性の 8 項目から構成された全 22 問）

を作成し、Web 上で実施可能な調査コンテ

ンツを整備した。これらの結果を踏まえ、令

和 8年度に実施するFeasibility Studyにお

ける質問項目および調査方法の検討を行う。 

 

D. 考察 

本事業は、陸上貨物運送業で働く労働者

に対する腰痛対策のエビデンスを整理し、

Minds 参照型のガイドラインを策定するこ

とを目的としたものであり、文献レビュー、

事業場調査、介入プログラム（含対策ツー

ル）の開発、ウェブコンテンツ整備など、複

数の分担研究によって構成された。 

システマティックレビューによって明ら

かになった点は、陸上貨物運送業に限定し
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た腰痛対策エビデンスが極端に不足してい

ることである。4 つの学術データベースを

横断的に調査したにもかかわらず最終的に

適格基準を満たした論文は 1 件のみであっ

たことから、職種を陸上貨物運送業に限定

した腰痛対策研究を実施することは喫緊の

課題である。さらに、スコープを拡大した重

量物取扱い作業者に対する腰痛対策では約

7 割が製造業の知見であったが、頻繁に重

量物を取り扱う倉庫内作業者を想定してレ

ビューおよび腰痛対策の効果統合（メタア

ナリシス）を行った。いずれの対策でも研究

間の異質性が大きく有意な効果は認められ

なかったが、複合型アプローチについては

一貫して腰痛低減傾向が観察された。また、

DHT やアシストスーツを用いた介入研究

は実施されていなかったことから、更なる

研究が必要であることが示唆された。 

この知見から、介入研究においては複合

型アプローチによる複数の介入プログラム

を開発した。すなわち、倉庫内作業者を念頭

に組織的に実践する DHT（ISO 11228-1 ア

プリケーションや PI 測定アプリケーショ

ン）による参加型職場改善活動、エクササイ

ズ情報提供、重量物取扱い情報提供など 18 

action を整備し実践するプログラム、ドラ

イバーを念頭に個人で実践する情報提供

（YouTube・knowledge）、腰痛予防活動

（work）、相互補助（communication）のパ

ッケージから構成されるプログラム、AI 姿

勢推定技術により作業負荷を筋力トレーニ

ングに換算し、個人に合致するエクササイ

ズ（ストレッチや筋力トレーニングなど）を

指導するプログラムである。これらの複合

型介入プログラムの効果検証をクラスター

非ランダム化比較対照試験にて実施してお

り、令和 8 年度第 1 四半期にはすべての事

業所での介入が完了する予定である。加え

て、開発した介入プログラムの実現可能性

を評価して社会実装が容易になるようブラ

ッシュアップすることを想定している。 

これらの研究成果を統合し、令和 8 年度

にはガイドライン原案の作成・提示を行い、

さらにガイドラインの社会実装を行う。 

 

E. 結論 

 陸上貨物運送業で働く労働者の腰痛災害

は深刻な状況にあるにもかかわらず、対策

エビデンスが欠如していることが明らかに

なった。腰痛によるプレゼンティーズムや

アブセンティーズムは社会的損失を招くこ

とから、既存の労働安全衛生体制の枠組み

で実践可能かつ効果的な対策の検討は喫緊

の課題である。 

本研究により、陸上貨物運送業の作業条

件・作業方法に合致した取組みやすい対策

のヒントが整理されガイドライン化される

ことで、新基軸の腰痛予防対策に取り組む

事業所が増えることが期待される。 

 

F. 研究発表 

１．発表論文 
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厚生労働省科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業） 

陸上貨物運送業を対象とした Minds 参照型腰痛予防対策ガイドラインの策定と 

予防対策の普及実装の推進 

分担研究報告書 

 

陸上貨物運送業における腰痛予防エビデンス整理のための文献レビュー 

 

研究分担者 谷  直道 産業医科大学 産業生態科学研究所 人間工学研究室 講師 

石井 賢治 大原記念労働科学研究所 研究部 主任研究員 

研究協力者 青山 拓夢  新潟県立看護大学 看護学部 助教 

市川 陽子 三重県立看護大学 助教 

宇野 直士 山陽小野田市立山口東京理科大学 准教授 

久篠 奈苗 東京家政大学健康科学部リハビリテーション学科 准教授 

酒井 一輝 産業医科大学 大学院医学研究科 医学専攻 大学院生 

須賀 弘篤 滋賀医科大学 医師臨床教育センター 医師 

柘植 孝浩 倉敷成人病センター 理学療法士 

冨田川智志 日本福祉大学 健康科学部 リハビリテーション学科 講師 

渡辺 一彦 産業医科大学 高年齢労働者産業保健研究センター 助教 

渡邊 一也  下関看護リハビリテーション学校 専任教員 

Loh Ping Yeap 九州大学大学院芸術工学研究院 人間生活デザイン部門 助教 

 

研究要旨 

本研究では、Minds 参照型の腰痛予防ガイドラインに向けたシステマティックレビュ

ー（SR）を実施した。陸上貨物運送業で取り組まれている腰痛予防対策の効果について

調査するため、前年度のスコーピングレビューの結果をもとに網羅的な検索式を作成し、

4 つの学術データベース（PubMed、Web of Science、Scopus、医中誌）を用いて文献検

索を実施した（PROSPERO: CRD420251006371）。重複を除外した 856 件の文献を対象

にタイトルと抄録によるー次スクリーニングを行ったが、組入基準である陸上貨物運送

業に合致する文献は 1 件のみであった。すなわち、職種を陸上貨物運送業のみに限定し

た場合にはエビデンスがごく僅かであることが明らかとなった。そこで、倉庫内作業者を

想定して、重量物取扱い作業へスコープを拡大し、再度スクリーニングを実施した。その

結果、9 件のランダム化比較対照試験が抽出された。メタアナリシスのサブグループ解析

の結果、複合型アプローチ、エクササイズ介入について効果の統合を行ったが、有意な効

果は認められなかった。しかしながら、いずれのサブグループについても腰痛軽減方向へ

の効果が観察された。今後は、運輸業に対象を絞ったさらなる介入研究が必要である。 
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A. 研究目的 

令和 6 年度の研究では、陸上貨物運送業

（以下、運輸業）に従事する労働者の腰痛予

防対策のエビデンスを整理するために、ス

コーピングレビューを実施し、デジタルヘ

ルステクノロジ、アシストスーツ、トレーニ

ング、参加型職場改善、複合的アプローチな

どの介入方法を含む 8 つのヘルスケアクエ

スチョン（HQ）を設定した（表 1）。これら

の介入方法も含めて、運輸業で働く労働者

の腰痛予防に寄与する効果的なアプローチ

を調査するためにシステマティックレビュ

ー（SR）を実施した。 

 

B. 調査方法 

運輸業における腰痛予防対策効果の SR

に先立ち、PROSPERO で同様の SR が実

施されていないかを調査した。腰痛、労働

者、公衆衛生のキーワードで検索した結果、

56件のプロトコル登録が確認されたが、本

研究と同一スコープによる SR は実施され

ていなかったため、本 SR プロトコルを登

録した（PROSPERO: CRD420251006371）。 

SR は PRISMAガイドラインに従って実

施した 1)。文献検索には 4 つの学術データ

ベース（PubMed、Web of Science、Scopus、

医中誌）を用いて、スコーピングレビューを

もとに作成した検索式（表 2）により対象論

文を抽出した。 

文献スクリーニングには以下の組入基準

および除外基準を定めた。 

1) 組入基準 

⚫ 陸上貨物輸送業界に勤務する 18 歳以

上の労働者 

⚫ 業務起因の腰痛 

 

2) 除外基準 

⚫ 18歳未満の個人 

⚫ 骨折、悪性腫瘍、感染症、または自己

免疫疾患に起因する腰痛 

⚫ 陸上貨物輸送業以外の産業に従事する

労働者 

⚫ 動物実験 

 

抽出された文献に対して 2 名の研究者が

別々にスクリーニングを実施し SR に組み

入れるかどうかを判定した。1 次スクリー

ニングはタイトルおよび抄録によって評価

し、2 次レビューはフルテキストレビュー

によるスクリーニングを実施した。2 名の

組入れ判断に相違がある場合には、第 3 の

研究者が採否を判断した。SRはステークホ

ルダーとして参画した学術団体より若手研

究者を募り、11名の研究協力者のもと実施

表 1. スコーピングレビューによって設定されたヘルスケアクエスチョン 

No ヘルスケアクエスチョン (HQ) 

HQ 1 腰痛一次予防にデジタルヘルステクノロジは活用されているの？ 

HQ 2 アシストスーツはどのように活用されているの？ 

HQ 3 仕事の負荷を活用して筋力トレーニングはできないの？ 

HQ 4 参加型職場改善は腰痛一次予防に効果的なの？ 

HQ 5 心理的ストレス要因には何があるの？ 

HQ 6 リスク評価にはどのようなものがあるの？ 

HQ 7 いくつかの対策を組み合わせた複合的なアプローチ方法は無いの？ 

HQ 8 適切な休憩のタイミングはあるの？ 
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した。 

 

C. 結果 

C-1. スクリーニング結果 

4 つの学術データベースから抽出された

1220件（Pubmed 390件、Scopus 193件、

Web of science 607件、医中誌 30件）より

重複を除いた文献 856件を対象に 1次スク

リーニングを実施した（最終検索日：2026

年 6 月 27 日）。その結果、2 名のうちいず

れかが業務起因性による腰痛であると評価

した文献が 27件報告された。しかしながら、

うち 1 件は論文取り下げとなっており、26

件は運輸業以外の業種（保健衛生業、製造

業、複数の業種の労働者を対象、業種不明な

ど）に関する文献であった。結果として、2

名ともに組入基準に該当すると判定された

1件の文献 2)を対象として、フルテキストレ

ビューを行った（図 1）。 

 

C-2. 重量物取扱いをスコープとした SR 

 1次スクリーニングで抽出された 28件の

文献を対象にしてスコープを拡張し、運輸

業に限らず重量物取扱い作業を対象とした

ランダム化比較対照試験（RCT）9件を抽出

して効果の統合を試みた。 

 これらの文献のうち、6件が製造業、2件

が農業、林業、1件が分類不能（複数の業種）

を対象としており、介入アプローチの方法

は複合型アプローチ介入 3-5,9,10)、エクササ

イズ介入 7,8,11)、腰痛教育介入 6)のいずれか

に分類が可能であった（表 2）。また、介入

文脈としては治療もしくは二次予防が大半

であった。 

 さらに、抽出された文献の腰痛対策効果

を検証するためメタアナリシスを行った。

Rantonen J, et al の研究では 4)、調整済み

平均差のみが報告されており、各群の未調

整平均値や標準偏差は記載されていなかっ

た。また、Rosenberg NRらの研究でも標準

偏差が報告されておらず 9)、さらに

Pehlevan E らの研究では、いずれの群につ

いても抽出可能な平均値や標準偏差の値が

提供されていなかった 11)。従って、3 件の

研究 4,9,11)からは、効果量の算出に必要な十

分な定量データが得られないと判断し、メ

タ解析から除外した。 

介入後の値およびベースラインからの変

化量は、標準化平均差（SMD）を用いて統

合し、複数の介入アームや解析結果が報告

されていた場合は、臨床的に最も関連性が

高いと考えられる介入手法およびアウトカ

ムを選択した。 

データベース検索
で特定された文献
数: (n=1,220) 

重複する文献
(n=364) 

抽出された文献
数: (n=856) 

除外した文献: 
(n=855) 
・業務起因でな
いまたは他の要
因に起因する腰
痛および他の疾
患（n=828） 
・他業種
（n=26） 
・取り下げ
（n=1） 

適合性が評価さ
れた文献数: 

(n=1) 

採択した文献数: 
(n=1) 

除外した文献 : 
(n=0) 

Id
e
n

ti
fi

ca
ti

o
n

 
S

cr
e
e
n

in
g
 

E
li

g
ib

il
it

y
 

In
cl

u
d

e
d

 

図 1. PRISMAフローチャート 1) 
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6 件の文献の効果を統合したメタ解析の

結果を図 2に示す。SMDは−0.45(95%信頼

区間 −0.97～0.06）と中程度の効果量で、痛

みを低減させる方向性ではあったものの、

有意な効果は認められなかった。また、介入

手法の混在やフォローアップ期間の違い、

職種などの違いから大きな研究間異質性が

観察された（I² = 78.4）。さらに、サブグル

ープ解析では、エクササイズを主とした介

入、複合型介入ともに効果量の方向性は痛

みを低減させる傾向を示したが、いずれの

サブグループにおいても統計学的に有意な

効果は認められなかった。また腰痛教育介

入は 1 件しか含まれておらず、十分なエビ

デンスは得られなかった。 

  

D. 考察 

本 SR の結果、運輸業を対象とした文献

は 1 件のみであった 2)。この研究は、トラ

ックドライバーを対象にした RCT であり、

介入群には振動を抑制するシートを使用し

てトラックを運転するというアプローチが

採用されていたが、対照群と比較して有意

な腰痛改善効果は認められなかった。この

結果に対し、エアサスなどによる振動の軽

減によって腰痛に至るほどの振動曝露が少

なくなっている可能性が述べられている 2)。

一方で、運輸業の腰痛予防対策については、

十分なエビデンスを得ることができなかっ

たことから、職種を絞った研究を実施する

必要性が示唆された。 

加えて、本研究では倉庫内作業者を想定

してスコープを拡大し、重量物取扱い作業

者を対象としたメタ解析を実施した。大半

が製造業における RCT 論文ではあったも

のの、解析の結果から中等度の腰痛軽減傾

向が観察された。しかし、統計的有意差は認

められず、介入手法、追跡期間、評価方法お

よび対象職種の違いが影響と思われる高い

研究間異質性が観察された。 

サブグループ解析の結果をみると、有意

な差は観察できなかったものの、エクササ

図 2. 重量物取扱い作業者の腰痛強度に関するメタアナリシス 
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イズを主とした介入において比較的大きな

SMD値が観察された。エクササイズ介入に

は、ストレッチ、体幹安定化訓練、筋力トレ

ーニングなどが含まれていることから、条

件によっては高い身体負荷に対する一定の

効果がもたらされる可能性が考えられる。

複合型アプローチでは、エクササイズに加

えて、人間工学的指導、作業調整、復職支援、

行動変容支援などが組み合わされていた。

これらの介入でも有意な腰痛軽減効果は認

められなかったが、効果量は中等度であり、

研究間異質性は比較的小さく、エクササイ

ズ介入よりも一貫した結果が得られた。従

って、産業保健活動でも、単一の介入のみで

腰痛管理を行うよりも、身体機能面、作業環

境面、行動面を包括的に支援するアプロー

チを検討することが必要であると考えられ

る。 

しかしながら、本レビューにおいて作業

設備の再設計、補助機器導入、工程改善、参

加型職場改善、デジタルヘルステクノロジ

などを活用した対策は見当たらなかった。

今後は、運輸業や重量物取扱い作業などに

おいて新しい技術を活用した腰痛対策を検

証することが必要である。 

 

E. 結論 

 本研究では、HQ に沿って運輸業におけ

る腰痛対策エビデンスを調査したが、統合

できるだけの十分なエビデンスを得ること

はできなかった。一方で、重量物取扱い作業

者のメタ解析においては、複合型アプロー

チやエクササイズ介入が効果をもたらす可

能性が考えられる。今後は、運輸業で働く労

働者（ドライバー、倉庫内作業者）に対象を

絞った腰痛対策に関する介入研究が必要で

ある。 
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表 2. 文献検索に使用したデータベース（DB）および検索式 

DB 検索式 

Pub

Med 

("Occupational Groups"[Mesh] OR "Occupational Health"[Mesh] OR "enterprise*"[tiab] 

OR "business*"[tiab] OR "employed"[tiab] OR "employee*"[tiab] OR "employer*"[tiab] 

OR "employment*"[tiab] OR "informal sector*"[tiab] OR "informal work*"[tiab] OR 

"laborer*"[tiab] OR "labourer*"[tiab] OR "occupation*"[tiab] OR "staff"[tiab] OR 

"staffing*"[tiab] OR "vocation*"[tiab] OR "vocations"[tiab] OR "worker"[tiab] OR 

"workers"[tiab] OR "workforce"[tiab] OR  "workplace*"[tiab] OR "work place*"[tiab] 

OR "worksite*"[tiab] OR "work site*"[tiab]) 

AND 

(((randomized[tiab] AND trial*[tiab]) OR (randomised[tiab] AND trial*[tiab]) OR 

"randomized control*"[tiab] OR "randomised control*"[tiab] OR "randomised 

design*"[tiab] OR "randomized design*"[tiab] OR "cohort studies"[MeSH Terms] OR 

"cohort"[tiab] OR "cohort stud*"[tiab] OR "prospective stud*"[tiab] OR "retrospective 

stud*"[tiab] OR "case-control studies"[MeSH Terms] OR "case-control"[tiab] OR "case 

control"[tiab] OR "observational study"[tiab] OR observational[tiab]) NOT (“letter”[pt] 

OR “comment”[pt] OR “case report”[tw] OR “editorial”[pt] OR "Meta-Analysis"[pt] OR 

"Systematic Review"[pt])  

AND 

((online*[tiab] OR internet*[tiab] OR web[tiab] OR app[tiab] OR  apps[tiab] OR 

computer*[tiab] OR digital*[tiab] OR smartphone*[tiab] OR smart-phone*[tiab] OR 

game*[tiab] OR telemedicine*[tiab] OR e-health*[tiab] OR eHealth*[tiab] OR 

mhealth*[tiab] OR m-health*[tiab] OR mobile*[tiab] OR wearable*[tiab] OR 

smartwatch*[tiab] OR smart-watch*[tiab] OR biosensing[tiab] OR sensing[tiab] OR 

"wearable electronic device"[tiab] OR "mobile app"[tiab]) OR ("assist suit"[tiab] OR 

"wearable assistive device"[tiab]) OR ("muscle strength training"[tiab] OR "strength 

training"[tiab] OR "muscle training"[tiab] OR "exercise"[tiab] OR "physical fitness"[tiab]) 

OR ("pelvic incidence"[tiab] OR "pelvic"[tiab]) OR ("participatory"[tiab] OR 

"enabling"[tiab] OR "workplace intervention"[tiab]) OR ("Stress, Psychological"[MeSH] 

OR "mental stress"[tiab] OR "psychosocial stress"[tiab]) OR ("risk assessment"[MeSH] 

OR "risk evaluation"[tiab]) OR ("multifaceted approach"[tiab] OR "combined 

intervention"[tiab] OR "organizational intervention"[tiab] OR "organisational 

intervention"[tiab] OR "holistic intervention"[tiab]) OR ("rest"[tiab] OR "rest break"[tiab] 

OR "rest period"[tiab] OR "break schedule"[tiab] OR "work rest"[tiab])) 

AND 
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(("low back pain"[MeSH] OR "low back pain"[tiab] OR "lumbago"[tiab] OR 

"backache"[tiab] OR "musculoskeltal"[tiab] OR "subject discomfort"[tiab] OR 

"workload"[tiab]) AND ("VAS"[tiab] OR "visual analogue scale"[tiab]) OR ("NRS"[tiab] 

OR "numerical rating scale"[tiab]) OR ("Likert scale"[tiab] OR "Likert-type scale"[tiab])) 

Web 

of 

Scie

nce 

("Occupational Groups" OR "Occupational 

Health" OR enterprise* OR business* OR employed OR employee* OR employer* OR e

mployment* OR "informal sector*" OR "informal 

work*" OR laborer* OR labourer* OR occupation* OR staff OR staffing* OR vocation* 

OR vocations OR worker OR workers OR workforce OR workplace* OR "work 

place*" OR worksite* OR "work site*") 

AND 

(((randomized AND trial*) OR (randomised AND trial*) OR "randomized 

control*" OR "randomised control*" OR "randomised design*" OR "randomized 

design*" OR "cohort studies" OR cohort OR "cohort stud*" OR "prospective 

stud*" OR "retrospective stud*" OR "case-control studies" OR case-control OR "case 

control" OR "observational study" OR observational)   

AND 

((online* OR internet* OR web OR app OR apps OR computer* OR digital* OR smartpho

ne* OR smart-phone* OR game* OR telemedicine* OR e-

health* OR eHealth* OR mhealth* OR m-

health* OR mobile* OR wearable* OR smartwatch* OR smart-

watch* OR biosensing OR sensing OR "wearable electronic device" OR "mobile 

app") OR ("assist suit" OR "wearable assistive device") OR ("muscle strength 

training" OR "strength training" OR "muscle training" OR exercise OR "physical 

fitness") OR ("pelvic 

incidence" OR pelvic) OR (participatory OR enabling OR "workplace 

intervention") OR ("Stress, Psychological" OR "mental stress" OR "psychosocial 

stress") OR ("risk assessment" OR "risk evaluation") OR ("multifaceted 

approach" OR "combined intervention" OR "organizational 

intervention" OR "organisational intervention" OR "holistic 

intervention") OR (rest OR "rest break" OR "rest period" OR "break schedule" OR "work 

rest")) 

AND 

(("low back pain" OR "low back 

pain" OR lumbago OR backache OR musculoskeltal OR "subject 

discomfort" OR workload) AND (VAS OR "visual analogue 
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scale") OR (NRS OR "numerical rating scale") OR ("Likert scale" OR "Likert-type 

scale"))) 

 

Sco

pus 

("Occupational Groups" OR "Occupational Health" OR enterprise* OR business* OR 

employed OR employee* OR employer* OR employment* OR "informal sector*" OR 

"informal work*" OR laborer* OR labourer* OR occupation* OR staff OR staffing* OR 

vocation* OR vocations OR worker OR workers OR workforce OR workplace* OR "work 

place*" OR worksite* OR "work site*") 

AND 

((randomized AND trial*) OR (randomised AND trial*) OR "randomized control*" OR 

"randomised control*" OR "randomised design*" OR "randomized design*" OR "cohort 

studies" OR cohort OR "cohort stud*" OR "prospective stud*" OR "retrospective stud*" 

OR "case-control studies" OR case-control OR "case control" OR "observational study" 

OR observational) 

AND 

((online* OR internet* OR web OR app OR apps OR computer* OR digital* OR 

smartphone* OR smart-phone* OR game* OR telemedicine* OR e-health* OR eHealth* 

OR mhealth* OR m-health* OR mobile* OR wearable* OR smartwatch* OR smart-

watch* OR biosensing OR sensing OR "wearable electronic device" OR "mobile app") OR 

("assist suit" OR "wearable assistive device") OR ("muscle strength training" OR "strength 

training" OR "muscle training" OR exercise OR "physical fitness") OR ("pelvic incidence" 

OR pelvic) OR (participatory OR enabling OR "workplace intervention") OR ("Stress, 

Psychological" OR "mental stress" OR "psychosocial stress") OR ("risk assessment" OR 

"risk evaluation") OR ("multifaceted approach" OR "combined intervention" OR 

"organizational intervention" OR "organisational intervention" OR "holistic intervention") 

OR (rest OR "rest break" OR "rest period" OR "break schedule" OR "work rest")) 

AND 

(("low back pain" OR "low back pain" OR lumbago OR backache OR musculoskeltal OR 

"subject discomfort" OR workload) AND (VAS OR "visual analogue scale") OR (NRS OR 

"numerical rating scale") OR ("Likert scale" OR "Likert-type scale")) 

Japa

n 

Med

ical 

Abs

tract 

(((職業別集団/TH or 職業別集団/AL) or (労働衛生/TH or 労働衛生/AL) or 企業/AL 

or (商業/TH or ビジネス/AL) or (雇用/TH or 雇用/AL) or 従業員/AL or 雇用主/AL or 

(インフォーマルセクター/TH or 非公式セクター/AL) or 非公式な仕事/AL or (労働

/TH or 労働/AL) or (職業/TH or 職業/AL) or 人員/AL or スタッフ/AL or (職場/TH or 

職場/AL) or (日常生活活動/TH or 作業/AL))  

AND 
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Soci

ety 

data

base

（

医

中

誌

） 

(ランダム化比較試験/TH or ランダム割付け/TH or 無作為化/AL or ランダム化/AL 

or コホート研究/TH or 症例対照研究/TH or コホート/TH or 前向き/TH or 後ろ向

き/TH or 症例対照/TH or 観察研究/TH)  

AND 

((オンライン/TH or オンライン/AL) or (インターネット/TH or インターネット/AL) 

or (ウェブサイト/TH or ウェブサイト/AL) or (アプリ/TH or アプリ/AL) or (スマー

トフォン/TH or スマートフォン/AL) or (スマホ/TH or スマホ/AL) or (デジタル/TH 

or デジタル/AL) or (コンピュータ/TH or コンピューター/AL) or (ゲーミフィケーシ

ョン/TH or ゲーミフィケーション/AL) or テレメディシン/TH or e-ヘルス/AL or  

eHealth/TH or mHealth/TH or (モバイル/TH or モバイル/AL) or (ウェアラブル/TH or 

ウェアラブル/AL) or (スマートウォッチ/TH or スマートウォッチ/AL) or バイオセ

ンシング/TH センシング/AL or (モバイルアプリ/TH or モバイルアプリ/AL) or ア

シストスーツ/AL or (筋力トレーニング/TH or 筋力トレーニング/AL) or (身体運動

/TH or 身体運動/AL) or フィットネス/TH or (骨盤/TH or 骨盤/AL) or (参加型/TH or 

参加型/AL) or (職場介入/TH or 職場介入/AL) or (職場改善/TH or 職場改善/AL) or 

(作業改善/TH or 作業改善/AL) or (心理的ストレス/TH or 心理的ストレス/AL) or 

(精神的ストレス/TH or 精神的ストレス/AL) or (心理ストレス/TH or 心理ストレス

/AL) or (精神ストレス/TH or 精神ストレス/AL) or (ストレス/TH or ストレス/AL) or 

(リスク評価/TH or リスク評価/AL) or (組織的介入/TH or 組織的介入/AL) or (組織

介入/TH or 組織介入/AL) or 休息/TH or 休憩/TH) 

AND 

((腰痛/TH or 腰痛/AL) or ぎっくり腰/TH or (背部痛/TH or 背部痛/AL) or 筋骨格系

/TH or 身体的負担/TH or 作業負担/TH) AND (VAS/AL or 視覚アナログ尺度/TH or 

ビジュアルアナログスケール/TH or NRS/TH or 数値評価スケール/TH or Likertス

ケール/TH or リッカート尺度/TH) 

 

  



- 19 - 

表 3. 重量物取扱い作業者を対象としたシステマティックレビュー結果 

筆頭著者 年 国 職種 介入方法 目的 

Nassif H 3) 2011 France 製造業 

複合型アプローチ（エクサ

サイズ・温熱療法・健康行

動・姿勢アドバイス） 

治療 

二次予防 

Rantonen J 4) 2012 Finland 
農業、

林業 

複合的アプローチ（エクサ

サイズ・多職種連携による

腰痛管理および復職支援） 

治療 

二次予防 

Park JH 5) 2013 Korea 製造業 
複合型アプローチ（エクサ

サイズ・物理療法） 
治療 

Rantonen J 6) 2014 Finland 
農業、

林業 
腰痛教育 二次予防 

Bertozzi L 7) 2015 Italy 製造業 
エクササイズ（ストレッ

チ・トレーニング） 

治療 

二次予防 

Han HI 8) 2016 Korea 製造業 
エクササイズ（ストレッ

チ・トレーニング） 
治療 

Rosenberg NR 9) 2021 Denmark 

分類不

能の産

業 

複合的アプローチ（産業医

介入・エクササイズ・人間

工学的作業負荷調整・個人

の行動計画） 

二次予防 

就労継続支

援 

Ibrahimi 

Ghavamabadi L 10) 
2022 Iran 製造業 

複合的アプローチ（人間工

学的教育と運動・行動・心

理的指導） 

治療 

再発予防 

Pehlevan E 11) 2024 Turkey 製造業 
エクササイズ（ストレッ

チ・トレーニング） 

治療 

二次予防 
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厚生労働省科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業） 

陸上貨物運送業を対象とした Minds 参照型腰痛予防対策ガイドラインの策定と 

予防対策の普及実装の推進 

分担研究報告書 

 

陸上貨物運送業における腰痛予防対策の社会実装に向けた事前調査 

 

研究分担者 杜 唐慧子 独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所 

研究分担者 岩切 一幸 独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所 

 

研究要旨：本研究では、陸上貨物運送業における腰痛予防対策の社会実装に向け、前年度

の調査結果の公開と、社会実装可能性を検証する Feasibility Study に向けた事前調査の設

計および実施準備を行った。調査結果については、現場の労働者および管理者に理解しや

すい形で Web コンテンツとして再構成した。また、介入プログラムの実装可能性を多面

的に評価する質問票（全 22 項目）を作成し、Web 上で実施可能な調査コンテンツを整備

した。これらの結果を踏まえ、今後実施する Feasibility Study における質問項目および調

査方法の検討を行う。 

 

 

A. 研究目的 

令和 7 年度においては、前年度に実施し

た腰痛予防の現状調査結果を社会へ還元す

るとともに、現在作成しているテーラーメ

イド型腰痛予防対策の社会実装可能性を検

証するためのFeasibility Studyに向けた事

前調査の設計および実施準備を行うことを

目的とした。この事前調査は、他班が実施す

る介入研究に参画する企業を対象として併

行的に実施するものであり、その結果を踏

まえ、令和 8 年度に管理者へのヒアリング

調査および陸上運送業の労働者を対象とし

た大規模Web調査における質問項目および

調査方法を検討することとした。 

B. 方法 

成果公開に関しては、前年度に実施した

陸上運送業における腰痛予防の現状調査結

果を基に、現場の労働者および管理者にと

って理解しやすく、かつ実務への関心や行

動変容につながる情報提供となるよう、

Web コンテンツの構成設計を行った。具体

的には、学術的な結果をそのまま提示する

のではなく、①要点の抽出、②平易な表現

への言い換え、③図表・ビジュアル要素の

活用、④現場での活用を意識したメッセー

ジ化、というプロセスで再構成を行った。ま

た、閲覧者が段階的に理解できるよう、ペー

ジ内の情報階層（概要から詳細）や視線誘導

を意識したレイアウト設計を行った。  

Feasibility Study の事前調査設計につい

ては、実装科学の枠組みに基づき（1）、評価

領域の整理から着手した。具体的には、腰痛
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予防プログラムの導入・継続・展開に関与す

る要素として、受容性（acceptability）、必

要性（demand）、実装可能性（feasibility）、

実用性（usability）、適合性（fit）、統合可能

性（integration）、拡張性（scalability）、お

よび限定的有効性（perceived effectiveness）

を評価領域として設定した。 

各領域に対して複数の設問を設定し、全

体で 22 問から構成される質問票を作成し

た。設問作成にあたっては、現場での回答負

担を最小限に抑えることを重視し、①1 設

問あたりの情報量の調整、②専門用語の回

避または言い換え、③回答形式の統一（5 件

法リッカート尺度）、④否定表現の最小化、

⑤設問順序の論理的一貫性に配慮した。さ

らに、回答時間が過度に長くならないよう、

全体の回答時間を数分程度に収めることを

想定した。また、評価対象者の属性差を考慮

し、労働者用および管理者用の 2 種類の質

問票を設計した。労働者用では、日常業務に

おける実施のしやすさや負担感、理解度と

いった個人レベルの評価を中心に構成した。

一方、管理者用では、組織としての導入可能

性、継続的な運用の見通し、職場全体への波

及可能性など、管理の観点からの評価項目

を強化した。さらに、これらの質問票を実際

の調査として運用するため、既存の研究用

Web サイトに対する機能拡張の設計を行っ

た。具体的には、①対象者別の回答フォー

ムの実装、②フォローアップ調査（例：180

日後調査）の配信設定、③回答データの蓄

積および管理機能の設計、④回答画面のユ

ーザビリティを考慮した UI 設計について

検討を行った。特に、現場の IT リテラシー

のばらつきを考慮し、スマートフォン等か

らでも直感的に回答可能な画面構成とする

ことを重視した。 

 

C. 結果 

前年度の調査結果に基づき、研究成果の

公開コンテンツを作成した（図 1）。本コン

テンツでは、調査結果の概要および主要な

知見について、現場の労働者および管理者

にも理解しやすいよう、平易な表現および

図表を用いて再構成した。また、重要なポイ

ントを明確に示すことで、関心を持って閲

覧できるよう工夫した。 
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図 1. 調査報告のテスト公開ページ 

 

また、腰痛予防プログラムの社会実装可

能性を評価するためのWeb調査コンテンツ

を作成した（図 2）。 

 

 

図 2. Web 調査コンテンツ画面 
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詳細な内容は以下となる。 

1.受け入れやすさ(受容性）に関して、 

1-1 この腰痛予防プログラムについて、「よ

い取り組みだ」と感じましたか。 

1-2 プログラムを行うことに、心理的な負

担や抵抗感はありましたか。 

1-3 同業者の知り合いにも、この取り組み

を勧めたいと思いますか。 

2.必要性（需要））に関して、 

2-1 今の仕事では、腰痛予防対策は必要だ

と思いますか。 

2-2 このプログラムは、自分の仕事に役立

つと思いますか 

2-3 職場全体として、このような腰痛対策

への関心は高いと思いますか。 

3.やりやすさ（実装） 

3-1 日常の業務の中で、このプログラムを

実施することは可能でしたか 

3-2 実施するうえで、負担に感じた点はあ

りましたか。 

3-3 職場で続けやすいと感じましたか。 

4．実際に使えたか（実用性） 

4-1 内容はわかりやすかったですか。 

4-2 準備やアプリなどの操作性はいかがで

したか。 

5．自分の仕事に合っていたか（適合性） 

5-1 あなたの仕事内容に合った内容でした

か。 

5-2 今の職場のやり方と大きなズレはあり

ませんでしたか。 

6．職場に組み込めそうか（統合） 

6-1 このプログラムは、会社の安全衛生活

動として取り入れやすいと思いますか。 

6-2 上司や管理者の理解・協力は得られそ

うだと思いますか。 

6-3 職場のルールや作業手順と矛盾はあり

ませんでしたか。 

7．広げられるか（拡張） 

7-1 同業者や知り合いにも、この取り組み

を勧めたいと思いますか。 

7-2 他の営業所や事業所でも実施できる内

容だと思いますか。 

8.効果を感じたか（限定的有効性） 

8-1 この取り組みを通じて、腰への負担が

軽くなったと感じましたか。 

8-2 作業姿勢や動作への意識が高まりまし

たか。 

8-3 腰痛予防に役立つ知識や意識が高まっ

たと感じましたか。 

9. 良かった点や課題だと感じた点があれ

ば記載してください。（自由記述） 

 

D. まとめ 

本年度の成果は、腰痛予防対策の社会実

装に向けた初期段階として、情報発信およ

び評価基盤の整備の両面において重要な意

義を有する。成果公開に関しては、研究結果

を現場へ還元する際には、単なる情報提示

にとどまらず、理解しやすさや関心喚起を

意識した設計が重要である。本研究では、専

門的知見を平易な表現に変換し、視覚的要

素を活用したコンテンツとして再構成する

ことで、現場での活用につながるよう工夫

した。 

また、事前調査設計においては、多面的な

評価を可能としつつ、設問数を約 20 問に抑

えることで、実装研究における精度と実施

可能性のバランスを図った。さらに、労働者

および管理者の双方を対象とすることで、

個人および組織の両側面から実装可能性を

評価できる基盤を整備した。一方で、本年度

は調査設計および基盤構築の段階であり、
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実際のデータに基づく検証は今後の課題で

ある。今後は、本調査により得られるデータ

を用いて、介入プログラムの実装可能性お

よび普及に向けた課題の分析を進める必要

がある。 

 

E. 研究発表 

１．学会発表 

・杜 唐慧子，岩切一幸. 陸上貨物運送業に

おける腰痛問題の現状と予防対策に関する

実態調査.第 98 回日本産業衛生学会. 2025

年 5 月 17 日 

・杜 唐慧子，岩切一幸. 「日本人間工学会

が挑む腰痛予防の新たなカタチ」—Minds

参照型予防対策ガイドラインの策定と普及

実装—陸上貨物運送業における腰痛問題の

現状と予防対策に関する実態調査．日本人

間工学会第 66 回大会. 2025 年 5 月 23 日 

 

F. 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

 該当なし 

２．実用新案登録 

 該当なし 

３．その他 

 該当なし 

 

参考文献 

（1）岡 美智代，高橋さつき，松本光寛．フ

ィージビリティスタディ（実行可能性研究）

を中心とした介入研究と行動科学．日本保

健医療行動科学会雑誌．2022；37(1)：7–13
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厚生労働省科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業） 

陸上貨物運送業を対象とした Minds 参照型腰痛予防対策ガイドラインの策定と 

予防対策の普及実装の推進 

分担研究報告書 

 

陸上貨物運送業における荷物取扱い作業の腰痛リスク評価のための 

デジタルヘルステクノロジの開発に関する研究 

 

研究分担者 平内 和樹 （独）労働者健康安全機構 労働安全衛生総合研究所 主任研究員 

研究分担者 瀬尾 明彦 東京都立大学システムデザイン学部 客員研究員 

 

研究要旨 

陸上貨物運送業における業務上腰痛の予防対策を社会実装するためには、現場の作業

者や管理者が容易に活用できるデジタルヘルステクノロジ（DHT）の構築が不可欠であ

る。本研究では、昨年度開発した荷物取扱い作業のリスク評価アプリに対してコンソーシ

アム等で指摘された「数値や運用方法が難解である」という課題を解決するとともに、作

業者の骨格特性（骨盤固有角：PI）に応じたテーラーメイド型介入を実現するための新た

な DHT ツールの開発を行った。 

昨年度開発した荷物取扱い作業腰痛リスク評価アプリのユーザーインターフェース

（UI）を大幅に簡略化し、評価値を推奨質量上限（Recommended Weight Limit, RWL）

と腰痛リスク指標である持ち上げ指数（Lifting Index, LI）に絞り込んだ簡易版を構築し

た。RWL と LI だけでは、作業改善へ繋げることが難しいため、RWL 計算に用いた各乗

数のグラフ表示機能も追加した。加えて、導入促進のための動画マニュアルも作成した。 

次に、スマートフォン等で簡易に PI を測定するための「PIE（骨盤固有角 PI 評価）ア

プリ」を新規に開発した。本アプリでは、画像処理ライブラリ（OpenCV）の Canny 法

を用いたエッジ検出により、臀部後縁の位置を実測ベースで抽出するアルゴリズムを導

入した。さらに、撮影画像に応じたエッジ検出の閾値を自動スキャンし、Hip-Knee Line 

(HKL)角が一定値となる最適なパラメータを算出する自動調整機能を実装した。 

これらの開発により、現場での腰痛リスク認知を促す簡易版評価アプリと、個人の解剖

学的特性をマルチデバイスで評価可能な PIE アプリの実装を達成した。 
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A. 研究目的 

陸上貨物運送業（以下、運送業）における

業務上腰痛の発生率は、全業種平均と比較

して極めて高く、労働安全衛生上の喫緊の

課題となっている。腰痛リスクの低減には、

作業環境に基づいたリスクアセスメントと

それに基づく人間工学的対策が不可欠であ

る。近年では姿勢推定アルゴリズムを応用

することで、これらの評価をモバイルデバ

イスでも実行可能にするようなデジタルヘ

ルステクノロジ（DHT）を活用した簡便な

評価手法の開発が期待されている。 

昨 年 度 の 研 究 に お い て 、 我 々 は

BlazePose1)を用いた荷物取扱い作業のリ

スク評価Webアプリケーションを開発した

（図 1）。しかし、産官学連携コンソーシア

ムのワークショップにおける現場担当者か

らのフィードバックでは、「数値が分かりに

くく現場で危険性を認識しにくい」、「1 つ 1

つの姿勢を個別に評価する運用のイメージ

が持てない」といった、社会実装における実

用上の課題が明確となった。 

一方で、骨盤固有角（Pelvic Incidence: PI）

2)に着目した別の研究班の成果により、個人

の骨格特性が荷物持ち上げ時の姿勢戦略に

顕著な影響を与えることが明らかとなった。

PI の大小に応じた個別最適化（テーラーメ

イド型）の動作指導は、一律の「正しい姿勢」

の強要よりも有効である可能性が高いこと

が示唆されている。一方で、PI を簡易的に

推定するアルゴリズムは提案されている 3)

ものの、モバイルデバイスでの評価につい

てはまだ十分に検討されていない。 

以上の背景を踏まえ、本年度の研究では、

 

図 1. 腰痛リスク評価アプリケーション（フル機能版） 
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DHT を用いた腰痛リスクアセスメントツ

ールを拡充させることを目的とし、以下の 2

点の開発に取り組んだ。はじめに、現場での

直感的な操作とリスク認知を可能にするた

め 、 評 価 指 標 を 推 奨 質 量 上 限

（Recommended Weight Limit, LI）と持ち

上げ指数（Lifting Index, LI）に絞り込んだ

「荷物取扱い作業評価アプリ（簡易版）」の

開発、および導入を促進するための動画マ

ニュアルの整備を行った。次に、画像処理ラ

イブラリ（OpenCV）によるエッジ検出アル

ゴリズムを実装し、カメラ画像から臀部後

縁の位置を実測ベースで自動推定する

「PIE（骨盤固有角 PI 評価）アプリ」を開

発した。これらの開発により、現場主導での

腰痛リスク評価と、個人の骨格特性に応じ

たテーラーメイド型介入を両立させる、実

効性の高い腰痛予防支援システムの構築を

目指す。 

 

B. 荷物取扱い作業評価アプリの簡易化お

よびマニュアル整備 

昨年度開発した荷物取扱い作業評価アプ

リ（フル機能版）に対し、産官学連携コンソ

ーシアムでのワークショップ等で得られた

「現場での運用が困難である」との意見お

よび「数値が分かりにくい」との懸念点を踏

まえ、以下の改良を実施した。 

 

ユーザーインターフェース（UI）の簡略化： 

現場での迅速な評価を可能にするため、図 2

に示すようなカメラキャプチャを中心とし

た画面構成に変更し、表示する評価値を上

限値（RWL）および LI に絞り込んだ簡易

版アプリを構築した。 

 

改善支援機能の追加： 

上限値の提示のみでは具体的な改善策の

立案が困難であるため、評価値算出の根拠

となる一部の乗数（水平距離、垂直距離な

ど）をグラフ表示する機能を実装し、優先的

に改善すべき要因を視覚的に把握可能とし

た。 

 

教育用動画マニュアルの作成： 

アプリの操作方法およびリスク評価の考え

方を周知するため、8 ページ、7 分間の動画

マニュアルを作成し、Web サイト上に公開

した。 

 

  

図 2. 腰痛リスク評価アプリケーション（簡易版） 

※評価値のグラフ表示のチェックボックスを入れることで右のグラフが表示される。 
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C. 骨盤固有角（PI）推定アプリケーション

（PIE アプリ）の開発 

個人の骨格特性に応じたテーラーメイド

型介入を実現するため、スマートフォン等

の汎用デバイスで骨盤固有角（Pelvic 

Incidence: PI）を簡易に測定可能な Web ア

プリケーション（以下、PIE アプリ）を開

発した。 

 

推定アルゴリズム： 

BlazePose で取得した関節座標と画像処

理ライブラリであるOpenCVを用いた実測

ベースの推定手法を導入した。具体的には、

Canny 法によるエッジ検出（Canny edge 

detection）を用いて、股関節から臀部方向

へのエッジ探索および平滑化処理を行い、

最も後方に位置する臀部後縁座標を抽出す

るアルゴリズムを実装した。 

 

基準点の設定と判定ロジック： 

3 点の基準点のうち、膝関節および股関

節位置については、従来通り BlazePose に

よる推定値を使用した。抽出された 3 点の

位置関係から、Hip-Knee Line (HKL)角を

算出し、PI の程度を 3 段階（小、中、大）

で自動判定する機能を実装した。 

 

エッジ検出の最適化機能： 

エッジ検出のパラメータ（閾値）を自動的に

最適化する機能を実装し、閾値を 10 から

300 の間でスキャンすることで HKL 角が

一定値となる箇所を求める自動調整を実現

した。これにより、ユーザーによる煩雑な手

動調整を排した測定が可能となった 。 

 

図 3. 骨盤固有角推定アプリ（PIE） 
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システム構成と動作環境： 

現場での多様なデバイス利用を想定し、

JavaScript を用いた Web アプリケーショ

ン形式を採用した。 OpenCV および

BlazePose の学習済みモデルをブラウザ上

で実行することで、PC のみならず、スマー

トフォンやタブレットでの動作を可能とし

た。 

 

実証実験： 

実証の結果、静止画およびカメラ画像か

ら HKL 角（例：18.6 度や 20.9 度）を算出

し、それに基づいた PI の程度（小、中、程

度など）の自動判定が可能であることを確

認した。 

 

D. 本年度の成果まとめ 

本年度の研究では、産学官連携コンソー

シアムでの指摘を受けた荷物取扱い作業評

価アプリの改良と、PI の計測に基づくテー

ラーメード型腰痛予防対策の推進を図るた

めのアプリの新規開発を行った。 

まず、荷物取扱い作業評価アプリの簡易

化については、コンソーシアムでの現場担

当者の反応を踏まえて、数値を最小限（RWL

と LI）とした。ただし、作業改善への議論

へとスムーズに移行するために、乗数のグ

ラフ表示機能はフル機能版からそのまま残

すこととした。これにより、簡易版アプリに

よる即時のリスク把握と、フル機能版を用

いた詳細なリスク評価と改善策の検討とい

う 2 つの場面で利用できる腰痛リスク評価

アプリの基盤を構築した。 

次に、新規開発した PIE アプリは、

BlazePoseとOpenCVのエッジ検出を用い

ることで、モバイルデバイスで PI を簡易的

に測定することを可能にした。これにより、

個人の解剖学的特性を考慮したテーラーメ

ード型の腰痛予防対策が現場で利用しやす

くなると期待される。閾値の自動調整機能

の実装により、画像鮮明度の差異による測

定誤差を最小限に抑えることができ、専門

知識を持たない現場担当者による測定を支

援することができると考えられる。 

以上の通り、本年度の開発により、作業環

境の条件による腰痛リスクと、個人の解剖

学的特性の把握を現場レベルで簡易に測定

する基盤を構築することができた。一方で、

簡易測定のレベルでは姿勢推定アルゴリズ

ム特有の推定誤差による評価リスクの精度

や、繰り返し測定を行うと推定間の誤差に

より評価結果が異なるなどの課題がある。

現場で運用を進めるためには、これらのア

ルゴリズムの限界について周知することが

必要である。また、新規開発した PIE につ

いてもまだ十分に妥当性が検討されている

とは言えない。今後は、より多くのサンプル

データを収集し、専門医等による目検判定

値（真値）との比較を通じて、自動推定値の

精度および安定性を検証する必要がある。 

 

E. 研究発表 

１．発表論文 

該当無し 

 

２．学会発表 

平内和樹, 瀬尾明彦 (2025) 姿勢推定アル

ゴリズムを応用した簡易腰痛リスク評価ア

プリケーションの開発, 第 66回日本人間工

学会シンポジウム”「日本人間工学会が挑む

腰痛予防の新たなカタチ」〜Minds 参照型

予防対策ガイドラインの策定と普及実装
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〜”, 日本人間工学会第 66 回大会. 2025 年

5 月 23 日. 

平内和樹 (2025) 作業負担を可視化するデ

ジタルヘルスアプリ：3 次元姿勢推定アル

ゴリズムを用いた腰痛リスクアセスメント

ツールの紹介. 軽労化研究会定例会, 12月2

日. 

 

F. 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 
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 該当なし 

３．その他 

 該当なし 
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骨盤固有角（PI）を活用したテーラーメイド腰痛予防コンテンツの開発と 

姿勢協調パターンの予備的分析 
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研究要旨 

本報告は、職場における腰痛予防対策を体系的に推進するために実施された一連の改

善活動（Action4, 5, 7, 8, 10, 16, 17）の内容を整理し、背景にある考え方・根拠・設計意

図を補足するとともに、骨盤固有角（PI）別の姿勢協調パターンに関する予備的分析結果

を報告する。 

各 Action は「教育・個別化・周知・実践・評価・定着」という PDCA サイクルに基づ

いて体系的に構成されており、個人の PI 別特性を軸にしたテーラーメイド対策と組織的

な改善活動の両立を図った。PI 別掲示資料（Action4）では、DHT 班が開発した PIE ア

プリによる PI 判定（S/M/L 三段階）を活用し、個人特性に基づくリスク情報を提供し

た。Action17 では、PI 特性の職員間共有によるコミュニケーション促進と継続的職場改

善を意図した。 

姿勢協調パターンの予備的分析では、荷物持ち上げ作業における関節運動の協調構造

を分析するため、等尺度対数比（ILR）変換を用いた組成データを固有値分解し、関節運

動の特異性を算出した。PI 区分と作業高さを固定効果とする変量モデルでは、作業高さ

のみが有意な主効果を示し、PI 区分の有意な効果は確認されなかった。本結果は、持ち

上げ動作の協調パターンが個人の骨盤形態より作業高さに強く規定される傾向を示唆

し、作業環境介入の重要性を支持するものである。 
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1) はじめに 

腰痛は陸上貨物運送業において最も頻度

の高い業務上疾病の一つであり、作業動作・

環境・個人要因および心理・社会的要因が複

合的に関与することから、単一の対策のみ

では十分な予防効果が得られないとされ 1)、

体系的かつ個別化された対策が求められて

いる。本研究では、骨盤固有角（pelvic 

incidence: PI）を個人の脊椎形態を規定す

る生涯不変の指標として活用し、テーラー

メイドな腰痛予防対策の職場実装を目指し

ている。 

本分担研究では、デジタルヘルスツール

（DHT）を用いた介入設計・実施と生体力

学的検証を担当した。今年度は特に、（1）PI

の個人特性を活用したコンテンツの開発と

解説記事の作成、および（2）持ち上げ動作

における姿勢協調パターンの PI 別予備的

分析を実施した。本報告では、今年度実施し

た改善活動のうち、PIに関連する資料を提

供した Action4, 5, 7, 8, 10, 16, 17（表 1）

の解説を行うとともに、PI別姿勢協調パタ

ーンの予備的分析結果を示す。 

2) テーラーメイド・組織対応型アクショ

ンの構築 

Action4：骨盤の特徴を見える化しよう！ 

（1）背景と根拠 

PI は矢状面において骨盤内の仙骨の傾き

を表し、各個人の生理的な腰椎前彎を規定

する。思春期以降は固定され一生涯不変で

ある 2)。PI が大きい人は腰椎過前彎になり

やすく椎間関節ストレスが増大し（椎間関

節症リスク）、PIが小さい人は椎間板への圧

縮力が強くなる（椎間板ヘルニアリスク）。

この PI別リスク特性に注目することでテー

ラーメイドな腰痛対策の立案が可能となる。

また、運動と教育のコラボレーションは腰

痛発症の短期・長期的予防に有効であるこ

とが知られており 3)、PI に応じた教育・運

動の組み合わせによる効果的予防を意図し

た。 

（2）資料デザイン 

骨盤固有角（PI）を個人の腰痛リスクを規

定する生涯不変の骨盤形態指標として紹介

し、PI別（大・中・小）に腰痛リスク特性・

ストレッチ・業務中の対処法をまとめた掲

表 1. テーラーメイド・組織対応型アクションにおける介入 Action一覧 
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示資料を作成した（図 1）。なお、別途 DHT

班が作成した PI判定用 PIEアプリを使用し

て事業者は労働者の PI 判定を S，M，L の

三段階で判定した。 

対象者が「自分に当てはまる」という実感

を持って理解できるよう、冒頭に姿勢・体型

の見かけ上の特徴を記載した。PI 大には腸

腰筋・大腿直筋のストレッチと腹筋・大殿筋

の強化、PI 小にはハムストリングス・腓腹

筋のストレッチと腰伸展の習慣化、PI 中に

は作業内容に応じた対策を提示した。荷物

の持ち上げはバックリフティングよりレッ

グリフティングを推奨し、PI別のリスク（PI

小：椎間板ヘルニア、PI 大：椎間関節症）

を明示した。 

 

図 1. Action4の資料表紙 

 

Action5：労働衛生教育で腰痛対策を周知し

よう！ 

（1）背景と根拠 

腰痛は作業動作・環境・個人要因が複合的

に関与するため、教育による認知・行動の変

容が不可欠である。「職場における腰痛予防

対策指針」においても配置時および必要時

の教育実施が求められている 1)。 

（2）資料デザイン 

腰痛の発生メカニズムや予防方法に関す

る労働衛生教育を実施するための資料であ

る。重量物取扱い等に従事する労働者を対

象とし、作業姿勢・補助具の使用・体操の導

入などの内容を含めた（図 2）。 

①危険の理解、②正しい作業方法の実践、

③リスク回避・軽減策の導入、④体操の定

着、の 4 点の達成を目的として設計した。

作業分析（重量・距離・頻度などの定量化）

を行うことで教育内容を現場に即した具体

的改善へ接続する構造とした。 

 

 

 

図 2. Action5における 

作業姿勢改善アドバイスの例 

 

Action7：情報提供ツールを作成して、職員

に改善活動を周知しよう！ 

（1）背景と根拠 

PI小は猫背傾向で前屈姿勢が多くなりや

すく、PI大は反り腰傾向で脚を曲げずに持

ち上げる傾向がある。個人の姿勢特性を無

視した一律指導では効果が限定的となるた

め、PI別の個別指導が必要となる。 

（2）資料デザイン 

作業者の姿勢特性（猫背・反り腰）に応じ
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た情報提供ツールを作成し、改善活動を職

員に周知するための資料とした。PI別の特

性に対応した具体的な行動指針を提示した。 

「自分に当てはまる」という理解を促し、

行動変容につながる具体的な姿勢指示を提

示することを目的とした。Action5で得た知

識を現場で実践可能な形に翻訳する役割を

担い、PDCAサイクルの「Do」を支援する

ものとした。 

 

Action8：持ち上げ方のリスク情報を活用し

た改善活動を実践しよう！ 

（1）背景と根拠 

腰痛リスクは垂直位置・移動距離・水平距

離・体幹のひねり・持ち上げ頻度などの定量

的基準で評価可能である。国際規格 4)に基

づく評価は客観的かつ再現性が高く、「なん

となく危険」から「基準超過のため改善必

要」という明確な意思決定を可能にする資

料とした。 

（2）資料デザイン 

ISO 11228-1（JIS Z 8505-1）に基づき、

持ち上げ動作におけるリスク要因（高さ・距

離・頻度・ひねり等）を明確化し、それに対

応した改善行動を提示する資料とした。 

「何が危険か」を数値で明確化し、「どう

改善するか」を具体的行動として提示する

ことで現場での実践的改善につなげる。

Action5 の知識を実際の作業改善に結びつ

ける橋渡しとして機能するようにした。 

 

Action10：これまでの取り組みの効果判定

をしよう！ 

（1）背景と根拠 

改善活動は実施のみならず「効果検証」と

「継続判断」が重要であり、評価の信頼性確

保には同一条件での測定と指標の統一が必

要となる。 

（2）資料デザイン 

改善前後の比較により対策の有効性を評

価し、次の計画へつなげる方法を示した資

料である。同一条件下での測定と複数指標

の活用を基本方針とした。 

PDCAサイクルの「Check」と「Act」を

担う重要なフェーズとして、チェックリス

ト・DHTスコア・実施率・現場の声など多

面的指標を活用した。「継続・改良・中止」

の判断基準を明文化することで次の改善へ

確実に接続する構造とした。 

 

Action16：情報提供ツールを再活用して、

行動の定着を図ろう！ 

Action7 と同様の情報提供ツールを改善

活動の後期段階で再活用し、行動の定着を

図る資料とした（図 3）。一度の介入では行

動変容が定着しないため継続的なフィード

バックと再教育が必要である。Action10の

効果判定結果を踏まえた改良版ツールの提

供も含み、「理解→実践→継続」の最終段階

として位置づけた。 

 

 

図 3. Action16 における表紙 
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Action17：PIパタンによる改善活動を継続

しよう！ 

（1）背景と根拠 

腰痛の発生要因は複数存在するため、単

独・個別的な予防対策では腰痛の発生リス

クを効果的に軽減することは難しいことが

指針に示されている 1)。PI特性の共有によ

り個人要因・動作要因・環境要因・心理社会

的要因への複合的対応が可能となる 5)。 

（2）資料デザイン 

PI に基づく姿勢特性を職員間で共有し、

相互コミュニケーションを通じた腰痛予防

の実践と職場環境改善の継続を促進するた

めの資料とした。PI 大きさ×従事内容（ド

ライバー・荷役）の 6 種類のチェックリス

ト付き資料を作成した。 

資料構成は、①PIE アプリで PI 判定し

職員間で共有、②作業内容を共有し観察・

評価、③PI×作業内容別チェックリストで

評価、④評価結果をもとに改善活動を実践、

という 4ステップで設計した。PI別特性の

相互理解から「腰をケアする職場意識」の醸

成と環境調整（荷台高さ等）を促すことを目

指した。本資料は Action4で導入した PI知

識を職場文化として定着させ、腰痛対策を

「個人の努力」から「職場全体の取り組み」

へと転換する資料と位置づけた。 

 

3) PI 別姿勢協調パターンの予備的分析 

(1) 目的 

持ち上げ動作時における胸部・腰部・骨

盤・股関節・膝の協調構造が PI区分によっ

て異なるかを検討し、テーラーメイド介入

用 Actionで示した「PI別リスク特性」の生

体力学的根拠を定量的に検証することを目

的とした。 

令和 6 年度に実施した持ち上げ動作姿勢

計測実験のデータを用いて分析した。持ち

上げ姿勢の関節角度を計測し、静止時と持

ち上げ姿勢時の角度変化量𝛥𝜃を算出した。

次に各部位の絶対変化量を（胸部＋腰部）を

C1（上体角度）、（股関節＋膝）を C2（下肢

角度）、骨盤を C3 として分類し、総和

𝑆 (= 𝐶1＋𝐶2＋𝐶3)で正規化した比率𝑥𝑖 =
𝐶𝑖

𝑆

を算出した。 

多関節運動の構成比率を分析するため、

組成データ解析（Compositional Data Analysis）

で用いられる対数比解析を適用した 6)。組

成データ特性に対応するため、ゼロ値への

加法的置換（𝑥𝑖
′ = (𝑥𝑖＋𝜀)/(1＋3𝜀)）を経て

等長対数比変換（ILR）を適用し、上体の相

対的寄与を 

𝑧1 =
2

3
ln(

𝑥1
′

√𝑥2
′ ∙ 𝑥3

′
) 

下肢に対する骨盤の寄与を 

𝑧2 = √
1

2
ln (

𝑥2
′

𝑥3
′ ) 

として算出した。𝑧1 ∙ 𝑧2の共分散行列の固有

値 𝜆1 、 𝜆2 （ 𝜆1 ≥ 𝜆2 ）から異方性指標

（Anisotropy; AI）を AI = 𝜆2/𝜆1 として求め、

PI 区分（大・中・小）と作業高さを固定効

果として組み込んだ変量モデルにより分析

した。 

(2) 結果および考察 

個別の関節角度については、PI区分によ

る有意差は認められなかった。AI値を用い

た協調構造の分析では、作業高さのみに有

意な主効果が認められ、PI区分の有意な主

効果は認められなかった。 

本予備的分析の結果から、持ち上げ動作

の協調パターンは個人の骨盤形態（PI）よ
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りも作業高さにより強く規定される傾向が

示唆された。この知見は、ISO 規格に基づ

くリスク評価（Action8）や作業高さの環境

改善の重要性を生体力学的に支持するもの

と解釈できる。一方、本分析はサンプル数・

測定条件ともに限定的な予備的検討であり、

今後はサンプル拡大・縦断データでの追跡・

PI 判別ツール（PIE）を用いた実用測定環

境の整備を通じてさらなる検証を行う予定

である。 

 

4) 全体考察 

本年度の Action4・17 は、研究全体の

PDCA サイクルにおいて「個人特性の把握

（Action4）」と「継続的行動変容の促進

（Action17）」を担う位置づけである。

Action4で導入した PI概念は、労働者が自

己の身体特性を「自分ごと」として捉えるき

っかけとなり、Action5（労働衛生教育）・

Action8（リスク情報活用）で得た知識を個

別化して実践につなげる橋渡しとして機能

する。Action17はその実践を職場文化とし

て定着させる仕組みとして設計されており、

両Actionが連動することで腰痛予防の持続

的サイクルが形成される。 

PI別の姿勢協調パターン分析では、当初

想定した PI 別の協調構造の差異は統計的

に確認されなかったが、作業高さが協調パ

ターンを有意に変化させる知見は、作業環

境の整備（荷台・棚の高さ設計）が腰痛予防

に直結することを示すものとして実践上重

要である。今後は PIEアプリを活用した大

規模・多環境でのデータ収集により PI別リ

スクの検証を継続する。 

 

5) 研究発表 

１．発表論文 

 該当なし 

２．学会発表 

1) 石井 賢治, 谷 直道, 菅間 敦, 杜 唐慧

子, 平内 和樹, 鳥居塚 崇, 榎原 毅. 「日本

人間工学会が挑む腰痛予防の新たなカタチ」

—Minds 参照型予防対策ガイドラインの策

定と普及実装—, 日本人間工学会第66回大

会予稿集, 3B03-01, 2025年 5月 

2) 谷 直道, 石井 賢治, 岩切一幸, 菅間 敦, 

瀬尾明彦, 田中孝之, 杜 唐慧子, 平内 和

樹, 榎原 毅. 日本人間工学会が主導する新

たな腰痛予防対策ガイドラインの開発 —

CoMIT（コミット）プロジェクトの紹介—, 

令和 7 年度日本人間工学会北海道支部大会

講演集, 2025年 9月 19日 

 

6) 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

 該当なし 

２．実用新案登録 

 該当なし 

３．その他 

 該当なし 
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厚生労働省科学研究費補助金（労働安全衛生総合研究事業） 

陸上貨物運送業を対象とした Minds 参照型腰痛予防対策ガイドラインの策定と 

予防対策の普及実装の推進 

分担研究報告書 

 

作業負担のトレーニング量換算に基づく On the Job Exercise 介入の 

実環境実装と評価 

 

研究分担者 田中 孝之 北海道大学 情報科学研究院 教授 

研究分担者 榎原  毅 産業医科大学 産業生態科学研究所 人間工学研究室 教授 

 

研究要旨 

本研究では、作業負担をトレーニング量として再定義する On the Job Exercise（OJE）

の概念に基づき、作業姿勢および作業環境内の重量情報から身体負担を定量化し、それを

筋力トレーニングの運動量へ換算する手法を構築した。さらに、本手法を実環境に適用

し、作業中の身体負担を運動量として可視化するとともに、体力測定結果と統合したコン

ディショニング介入を実施した。その結果、トレーニング量換算およびそれに基づく身体

ケア介入を実運用環境において実施可能であることを確認した。 

 

 

A. はじめに 

陸上貨物運送業および荷役を伴う関連産

業において、腰痛を含む作業関連性運動器

障害の予防は、労働者の健康維持、労働寿命

の延伸、ならびに事業継続性の観点から重

要な課題である。特に、荷物の持ち上げ、運

搬、積み込み、狭隘空間での反復作業では、

腰部、下肢、上肢に対する身体負荷が継続的

に生じる。一方で、こうした身体負荷を単に

低減すべきリスクとして扱うだけでは、作

業者の身体機能維持や主体的な健康行動の

促進には十分につながらない可能性がある。 

本研究分担では、2024年度に、パッシブ

型アシストスーツ（PAS）の適正導入に向け

て、作業姿勢計測、作業負荷の可視化、体力

評価、ならびに作業負荷と身体能力の不均

衡に基づく介入判断手順の検討を行った。

その中で、PAS を一律に使用するのではな

く、作業負荷が作業者の身体的耐性を超え

る場面において選択的に活用し、体力の範

囲内の作業負荷は身体機能維持に活かすと

いう考え方を整理した。この考え方は、作業

中の身体負荷を「身体を鍛える機会」として

再定義する On the Job Exercise（OJE）の

基盤となるものである。 

2025 年度は、この OJE の考え方をさら

に発展させ、作業負荷をトレーニング量と

して定量化し、それに基づいて作業者の身
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体ケア介入を設計する実装研究を行った。

具体的には、作業員の作業動作をカメラで

計測し、姿勢推定 AIと隠れ補正技術により

作業姿勢を推定するとともに、作業環境内

の重量物を物体認識により検出し、重量マ

ップとして表現する手法を開発した。さら

に、作業姿勢と重量情報を統合して OWAS

（ Ovako Working Posture Analysis 

System）コードへ変換し、腰部、上肢、下

肢、体幹に対応するトレーニング量へ換算

する技術を構築した。 

また、本年度は、開発した技術を食肉加

工・卸売業を営む北一ミート株式会社（札幌

市）の配送車への積み込み作業に適用した。

対象作業員約 20 名に対してトレーナーに

よる体力測定を実施し、測定結果のフィー

ドバックとストレッチを中心とするコンデ

ィショニングメニューの提示を行った。さ

らに、体力測定結果に加え、作業負担から換

算したトレーニング量に基づき、身体ケア

の必要性と具体的なコンディショニング方

法を直接指導した。 

本研究の目的は、作業負荷をトレーニン

グ量として再定義する OJE の実装可能性

を検証するとともに、作業者の体力水準と

作業負担に応じた個別的なコンディショニ

ング介入の有効性を検討することである。

特に、作業負担の可視化とトレーニング量

換算が、腰痛症状の訴えやコンディショニ

ングメニューの定着率に与える影響を、対

照群と介入群の比較により検証する。これ

により、PAS を含む身体ケア介入を、単独

の補助具としてではなく、ストレッチ、筋力

トレーニング、歩行、作業負担管理と統合し

た積極的腰痛対策の一要素として位置づけ

ることを目指す。 

B. On the Job Exercise の概念 

作業関連性運動器障害、とりわけ腰痛に

対する従来の対策は、作業負荷の低減やリ

スク回避を中心とした受動的なアプローチ

が主流であった。しかし、作業負荷を一律に

低減することは、身体機能の低下や作業遂

行能力の低下を招く可能性があり、長期的

な健康維持や労働継続性の観点からは必ず

しも十分とはいえない。このような背景か

ら、作業負荷を単なるリスクとして捉える

のではなく、身体機能の維持・向上に資する

刺激として活用する視点が重要となる。 

OJEは、作業中に生じる身体負荷を「身

体を鍛える機会」として再定義し、作業その

ものをトレーニングとして位置づける新た

な枠組みである。既報（田中，2025）では、

作業負荷を筋骨格動力学モデルにより定量

化し、それをスクワットやデッドリフトな

どの筋力トレーニングの運動量に換算する

ことで、作業を運動量として可視化する手

法を提案した。このようなポジティブ・リフ

レーミングにより、作業者が自身の活動を

健康維持・増進の観点から主体的に捉える

ことを促し、内発的な動機づけに基づく行

動変容を支援することが期待される。 

OJEは、①作業負担推定、②運動量換算、

③動機づけフィードバックの 3 つの要素か

ら構成される。まず、作業負担推定では、作

業姿勢や作業内容を計測・認識し、筋骨格系

への負荷を定量化する。次に、運動量換算で

は、得られた負荷情報を筋力トレーニング

や歩行などの運動量へと変換する。さらに、

動機づけフィードバックでは、換算された

運動量を作業者に提示し、自身の作業が身

体機能に与える影響を直感的に理解できる

よう支援する。これにより、作業負荷を「回
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避すべき負担」から「活用すべき刺激」へと

再解釈することが可能となる。 

本研究では、この OJE の概念を基盤とし

て、作業負荷をトレーニング量として定量

化し、その結果に基づいて個別最適なコン

ディショニング介入を設計する枠組みへと

発展させる。特に、従来はアシストスーツに

よる補助を中心としていた介入設計を見直

し、ストレッチ、筋力トレーニング、歩行、

およびアシストスーツの使用を含む複合的

な身体ケア手段の中から、作業負荷と体力

水準に応じて適切な介入を選択するアプロ

ーチへと拡張する（図 2-1）。このように、

OJEは単なる作業負荷の可視化手法にとど

まらず、作業と健康管理を統合した積極的

腰痛対策の中核概念として位置づけられる。 

 

図 2-1. On the Job Exercise の概念図 

 

C. 研究方法 

C-1 作業負担推定およびトレーニング量換

算手法 

本研究では、作業中に生じる身体負荷を

定量的に評価し、それをトレーニング量と

して再解釈するための手法を構築した。本

手法は、作業姿勢の推定、作業環境における

重量情報の取得、およびこれらを統合した

作業負担の評価とトレーニング量への換算

から構成される。 

まず、作業姿勢の推定には、単一カメラに

よる映像を入力とし、姿勢推定 AIを用いて

作業者の関節位置を推定した。実環境では、

作業対象物や設備による遮蔽により関節情

報が欠損する場合が多いため、既報（田中，

2025）で提案した隠れ補正手法を用いて欠

損関節の補間を行い、安定した姿勢推定を

実現した。さらに、推定された関節情報に基

づき、作業者の姿勢を三次元的に再構成し、

筋骨格動力学モデルにより身体各部位への

負荷を推定した（図 3-1）。 

 

図 3-1. 3次元姿勢推定と負担解析のフロー 

 

次に、作業負荷の評価に必要な外力情報

として、作業環境内に存在する重量物の影

響を考慮した。具体的には、物体認識手法を

用いて作業対象物を検出し、その位置およ

び大きさに基づいて作業空間内に重量分布

を表現した。この重量分布を用いることで、

作業者の手先に作用する負荷を推定し、作

業姿勢と統合することで、より実態に即し

た作業負担の評価を可能とした（図 3-2）。 

 

図 3-2. 作業環境内の重量物マッピング 

 

さらに、推定された作業姿勢と負荷情報

を統合し、作業姿勢評価指標の一つである
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OWAS コードへと変換した。これにより、

腰部、上肢、下肢、体幹に対する負担の程度

を体系的に分類するとともに、各部位に対

応する運動種別へと対応付けることが可能

となる。 

最後に、各部位の負担をトレーニング量

へ換算するために、一定時間あたりの動作

回数および負荷レベルを基に、筋力トレー

ニングの反復回数として表現した。具体的

には、腰部負担をデッドリフト、下肢負担を

スクワット、上肢負担をアームカール、体幹

負担をシットアップなどに対応付け、作業

中の負担を直感的に理解可能な運動量とし

て可視化した（図 3-3）。 

 

図 3-3. OWAS コードに基づく 

トレーニング量換算 

 

本手法により、従来は定性的に捉えられ

ていた作業負担を、具体的な運動量として

定量的に提示することが可能となる。これ

により、作業者は自身の作業を身体活動と

して理解しやすくなり、作業負担の再認識

およびコンディショニングへの動機づけに

つながることが期待される。また、本手法

は、後述する介入設計において、作業負担と

体力水準の関係に基づく個別最適な身体ケ

ア手法の選択に活用される。 

 

C-2 作業負担推定およびトレーニング量換

算 

本研究では、作業負担のトレーニング量

換算結果を活用し、作業者の身体特性に応

じた個別最適なコンディショニング介入を

設計するために、体力測定を実施した。体力

測定は、作業者の身体機能を把握し、作業負

荷との関係を評価するための基礎情報とし

て位置づけられる。 

体力測定は、トレーナーの指導のもとで

実施し、筋力、柔軟性、バランス能力など、

腰痛リスクと関連の深い身体機能を評価対

象とした。これにより、作業者ごとの身体的

特性を把握するとともに、作業負担に対す

る耐性の違いを定量的に評価した。 

得られた体力測定結果は、各作業者に対

してフィードバックされ、自己の身体状態

に対する理解を促すとともに、適切な身体

ケアの必要性を認識させるために活用した。

フィードバックにおいては、単なる測定値

の提示にとどまらず、作業負担との関係を

踏まえた説明を行い、作業と身体機能の関

係性を直感的に理解できるよう配慮した。 

さらに、本研究では、作業負担のトレーニ

ング量換算結果と体力測定結果を統合し、

コンディショニングメニューの設計に活用

した。具体的には、腰部、下肢、上肢、体幹

といった身体部位ごとの負担特性に応じて、

ストレッチおよび筋力トレーニングを中心

としたメニューを構成した。これにより、作

業によって生じる身体負荷を補完し、身体

機能の維持・向上を図ることを目的とした。 

また、コンディショニング設計において

は、アシストスーツの活用についても検討

した。ただし、本研究ではアシストスーツを

主要な介入手段としてではなく、ストレッ

チや筋力トレーニングと並列する身体ケア

手段の一つとして位置づけた。すなわち、作

業負担が作業者の体力水準を超過する場合

に限り、身体負担を軽減する補助手段とし
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て選択的に活用する方針とした。 

このように、本研究におけるコンディシ

ョニング設計は、作業負担をトレーニング

量として再定義する OJE の概念に基づき、

体力測定結果と統合することで、個々の作

業者に適した身体ケア介入を提供すること

を目的としている。 

 

 

C-3 介入方法と評価指標 

本研究では、体力測定結果のフィードバ

ックに加え、構築したトレーニング量換算

手法により得られた作業負担情報を提示し、

これを基にコンディショニングの必要性お

よび具体的な実施方法について指導を行っ

た。すなわち、作業負担を筋力トレーニング

の運動量として可視化し、各作業者に対し

て「どの部位にどの程度の負荷がかかって

いるか」を明示することで、身体ケアの必要

性を具体的に理解させることを意図した。 

さらに、体力測定結果と作業負担のトレ

ーニング量換算結果を統合し、個々の作業

者に応じたコンディショニングメニューの

選択および実施方法について直接的な指導

を行った。これにより、単なる一律の運動指

導ではなく、作業特性と身体特性の双方を

考慮した個別最適な介入を実現した。 

以上のように、本研究では、作業負担のト

レーニング量換算という新たな情報提示を

介入要素として組み込み、その有無による

効果の差異を検証することにより、OJEに

基づくコンディショニング介入の有効性を

評価する設計とした。 

 

D. 考察 

本研究では、作業負担のトレーニング量

換算手法およびそれに基づくコンディショ

ニング介入の実装可能性を検証するため、

実環境における適用を行った。その結果、作

業負担の定量化およびトレーニング量への

換算、ならびに体力測定およびコンディシ

ョニング指導を含む一連の介入プロセスを、

実運用環境において実施可能であることを

確認した。 

まず、作業環境にカメラを設置し、作業員

の動作を連続的に計測することで、実作業

中の姿勢推定および作業負担の推定を実現

した。これにより、狭隘な作業空間や遮蔽物

を含む実環境においても、安定した作業姿

勢の推定および身体負担の評価が可能であ

ることを確認した。 

次に、取得した作業データに基づき、作業

負担をトレーニング量として換算する処理

を適用した。その結果、2日間にわたる作業

データに対して、腰部、上肢、下肢、体幹に

対応するトレーニング量（スクワット、デッ

ドリフト、アームカール、シットアップ等の

回数）を算出することが可能であった。これ

により、実作業中の身体負担を具体的な運

動量として可視化できることが確認された

（図 4-1）。 

 

図 4-1. トレーニング量換算結果の例 

 

さらに、対象作業員に対して、トレーナー

による体力測定を複数回実施し、測定結果
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のフィードバックとストレッチを中心とし

たコンディショニングメニューの提示を行

った。これにより、作業者が自身の身体状態

を把握し、身体ケアの必要性を認識する機

会を提供した。さらに、作業負担のトレーニ

ング量換算結果を提示し、これに基づいた

コンディショニングの必要性について直接

的な指導を実施した。これにより、作業負担

と身体ケアとの関係を具体的に理解させる

介入が実施可能であることを確認した。 

以上の結果より、本研究で提案した OJE

に基づく作業負担のトレーニング量換算手

法およびそれを活用したコンディショニン

グ介入は、実環境において一連のプロセス

として実装可能であることが示された。ま

た、作業負担を運動量として提示すること

により、作業者に対する身体ケアの動機づ

けに寄与する可能性が示唆された。 

なお、腰痛症状の変化やコンディショニ

ングメニューの定着率については、現在デ

ータを収集・解析中であり、詳細な効果検証

については今後の課題とする。 

 

E. 結論 

本研究では、作業負担をトレーニング量

として再定義する  On the Job Exercise

（OJE）の概念に基づき、作業姿勢および

作業環境情報から身体負担を定量化し、そ

れを筋力トレーニングの運動量として換算

する手法を構築した。さらに、本手法を実環

境に適用し、作業中の身体負担を具体的な

運動量として可視化するとともに、体力測

定結果と組み合わせたコンディショニング

介入の実装を行った。 

その結果、作業負担のトレーニング量換

算およびそれに基づくコンディショニング

指導を、実運用環境において一連のプロセ

スとして実施可能であることを確認した。

また、作業負担を運動量として提示するこ

とにより、作業者が自身の作業を身体活動

として認識し、身体ケアの必要性を理解す

るための基盤が構築された。これにより、従

来の負担低減中心の対策に加え、作業を身

体機能の維持・向上に活かす積極的腰痛対

策の実現可能性が示された。 

今後の課題として、体力測定結果および

トレーニング量換算結果を統合し、個々の

作業者に対して適切なコンディショニング

メニューを自動的に提示するアプリケーシ

ョンの開発を予定している。これにより、作

業負担と身体特性に応じた個別最適な身体

ケアを日常的に支援し、作業者の自律的な

健康管理を促進することが期待される。さ

らに、継続的なデータ収集と解析を通じて、

腰痛症状の変化およびコンディショニング

の定着率に対する介入効果を検証し、OJE

に基づく介入手法の有効性を明らかにして

いく必要がある。 

以上より、本研究は、作業負担の定量化と

トレーニング量換算を基盤とした新たな産

業保健アプローチを提示するとともに、実

環境における実装可能性を示したものであ

り、今後の積極的腰痛対策の展開に向けた

基盤的知見を提供するものである。 
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２．実用新案登録 
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３．その他 
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陸上貨物運送業を対象とした Minds 参照型腰痛予防対策ガイドラインの策定と 

予防対策の普及実装の推進 

分担研究報告書 

 

陸上貨物運送業を対象とした複合型腰痛予防介入アプローチの効果検証 

 

研究代表者 榎原 毅 産業医科大学 産業生態科学研究所 人間工学研究室 教授 

研究分担者 

石井 賢治 大原記念労働科学研究所 働く人々の多様性研究グループ 主任研究員 

岩切 一幸 労働安全衛生総合研究所 研究推進・国際センター 首席研究員 

菅間  敦 成蹊大学 理工学部 理工学科 准教授 

瀬尾 明彦 東京都立大学 システムデザイン学部機械システム工学科 客員研究員 

田中 孝之 北海道大学 情報科学研究院 教授  

谷  直道 産業医科大学 産業生態科学研究所 人間工学研究室 講師 

杜 唐慧子 労働安全衛生総合研究所 人間工学研究グループ 主任研究員 

平内 和樹 労働安全衛生総合研究所 新技術安全研究グループ 研究員 

 

研究要旨 

陸上貨物運送業における労働者の腰痛災害千人率は他の業種よりも 4 倍程度高く、効

果的な腰痛対策の実践が喫緊の課題である。しかしながら、陸上貨物運送業に特化した腰

痛介入アプローチに関するエビデンスは乏しい。特にドライバー、倉庫内作業者それぞれ

で作業条件や作業方法が異なることから、腰痛対策の方向性も作業特性に合致するよう

に設計する必要がある。また、腰痛の発生要因はマルチファクターであることから、エク

ササイズなど単一の対策ではなく、職員教育や人間工学的対策、参加型職場改善など複合

的なアプローチが必要となる。そこで、本研究では陸上貨物運送業に特化した新たな介入

として、デジタルヘルステクノロジを活用した職場改善プログラムならびに骨盤固有角

を考慮した介入プログラム、アシストスーツやエクササイズによる介入プログラムなど

の複合的なアプローチの腰痛対策効果を検証する。 
 
 

A. 研究目的 

陸上貨物運送業（運輸業）で働く労働者と

は、主にドライバー（中・長距離トラック運

転手、宅配業者（近距離運転手））、倉庫内作

業者であり、その多くは重量物取扱い作業

を行っている。令和 6 年度の本事業におけ

る調査では、ドライバー、倉庫内作業者とも

に人力での重量物取扱いが腰部負担になっ

ていると訴えている 1)。一方で、ドライバー

と倉庫内作業者では作業方法や作業条件が

異なることから、ドライバーでは運動が不

足している、運転時の姿勢が悪い、などの意
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見が挙がっており、倉庫内作業者では長時

間の立位作業、重量物取扱い時の不良作業

姿勢を腰部負担と捉えている。 

このように重量物取扱い作業という共通

の作業負荷のみならず、作業方法や作業条

件の違いに対して適切にアプローチするた

めには、単一の対策のみではなく、複数の介

入を同時に行う包括的・複合的なアプロー

チが必要であると考えられる。実際に、我々

が実施したシステマティックレビューでも、

エクササイズ単一の介入では効果のバラつ

きが大きかったが、複合型アプローチによ

る腰痛介入は、一貫して腰痛を低減させる

傾向が観察された。また、運輸業を対象とし

た介入研究のエビデンスは非常に限定的で

あり、近年活用が進んでいるデジタルヘル

ステクノロジ（DHT）やアシストスーツな

どの介入研究は見当たらない。さらに、従前

の腰痛予防対策は主に腰痛保護ベルトや荷

物の持ち上げ指導、体操の実施など、個人介

入アプローチに留まっていることから 2)、

運輸業で働く労働者に対する組織的かつ複

合的な腰痛予防対策アプローチの検討およ

び効果検証は喫煙の課題である。 

そこで本研究では、令和 6 年度に開発し

たデジタルヘルスツールやアクティブ型ア

シストスーツ＋エクササイズによる介入プ

ログラムなど、組織的に実践可能な複合型

介入アプローチの効果を検証するために、

複数の事業場の労働者に介入するクラスタ

ー型非ランダム化比較対照試験（CNRCT)

実施した。 

 

B. 研究方法 

本事業における産官学連携コンソーシア

ムへ参画している民間運輸業で働く 18 歳

～64 歳までのトラックドライバーおよび

倉庫内作業者（正社員・派遣社員・時給制職

員）を対象とした。サンプルサイズ計算はア

ウトカムの質的変数の効果量=0.2、α=0.05、

1-β=0.8と仮定すると、介入群、対照群それ

ぞれ n=45 となるが、集団における対象者

数（M）を 20、Intra-cluster Correlation 

Coefficient（ ICC）を 0.02 と仮定して

Design effect = 1 + (M-1)×ICCを算出した

1.38 をサンプル数に乗じ、必要サンプルサ

イズ数は 220名とした。 

介入アームへの割付は、参加登録された

企業・参加者リストを元に、A) DHTを用い

た職場改善アプローチ、B）PI を考慮した

テーラーメイド対策、C) On the Job 

Exercise (OJE) & アシストスーツ（AS）、

D) Active control 群（腰痛体操および情報

提供) の 4 群に割り付けた。参加者には 6

ヶ月の介入研究であること、3 種類の複合

型アプローチ介入条件のいずれかに割り振

られることは伝えるが、具体的な介入割付

はブラインド化し、割り当てられた介入内

容は口外しないでもらうように教示し、周

囲にも本研究参加者であることは口外しな

いよう依頼した。また、組織的対策を円滑に

進めるため、介入 A、B の事業所では企業

内ファシリテーターを選定してもらい、産

業保健人間工学会が用意した作業管理研修

会（3時間）を受講し、職場改善のノウハウ

を修得してもらった。 

本研究の全体像を図 1 に示す。介入期間

は 6カ月（24 weeks）、質問票は調査期間内

において 7回（①ベースライン、②4 weeks、

③8 weeks、④12 weeks、⑤16 weeks、

⑥20 weeks、⑦24 weeks）指定された日の

勤務終了直前に質問票に回答してもらう。
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プライマリーアウトカムは参加者の腰痛時

点有病率とし、Nordic Musculoskeletal 

Questionnaire（過去 12か月間の疼痛、活

動制限、受診歴、過去 7 日間の疼痛）を使

用して 4 時点（①ベースライン、④12 

weeks、⑦24 weeks）で測定する。 

複合型介入アプローチ A～C の概要を以

下に示す。アプローチ A および B は DHT

を用いてドライバー・倉庫作業者双方へリ

ーチアウトするためのプログラムとし、専

用のウェブサイト（CoMIT ウェブサイト）

を通じて参加型職場改善メソッド、エクサ

サイズおよびセルフケア情報提供を主とし

たプログラムを提供した（図 2）。アプロー

チ Cでは、AI姿勢推定により作業負荷を筋

力トレーニング量へ換算し、負荷が一定程

度大きい場合はアシストスーツ着用の推奨

を行った。また、理学療法士・運動トレーナ

ーによるエクササイズ（ストレッチ・体幹コ

アトレーニング）などの指導も実施した（図

3）。 

これらの介入アプローチに対する実行可

能性（Feasibility）調査として組織のファシ

リテーターおよび作業者に対して⑦24 

weeks時点でProctor et al が提唱する実装

アウトカムの 8 指標 3)を参考にした 8 項目

（受容性、必要性、実装可能性、実用性、適

合性、統合可能性、拡張性、限定的有効性）

に関する質問を実施する。 

 統計解析では、複合型介入アプローチの

有効性（effectiveness）を評価するため、労

働者の腰痛有病率および腰痛程度の差異等

につい一般化線形混合モデル（GLMM）を

用いた分析を行う。要因 A（介入条件）と要

因 B（時点）の 2 要因、要因 A×要因 B の

交互作用を固定効果とし、対象者を変量効

果とし途中離脱ケースが生じた場合には、

多重代入法を採用して補完する。ベースラ

イン時でアウトカムおよび共変量の不均衡

が明らかになった場合には、解析モデルに

共変量を投入して統計学的に補正を行う。 

本研究は、「ヘルシンキ宣言」ならびに「人

を対象とする生命科学・医学系研究に関す

る倫理指針」に従い、産業医科大学大学倫理

委員会の許可を得て実施した（承認 ID：

ID25-006）。 

図 1. クラスター非ランダム化比較試験の研究デザイン 
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 また、研究プロトコルは UMIN臨床試験

登録システム（UMIN-CTR）へ登録した

（UMIN試験 ID: UMIN000060152）。 

 

C. 結果と考察 

 本研究には、産官学連携コンソーシアム

への参画企業・団体のうち承諾を得た 6 企

業・団体で働く作業者（ドライバー、倉庫内

作業者）236名から研究参加の同意を得た。

図 2. 複合型介入アプローチ Aおよび Bのスキーム 

介入アーム Aおよび Bともに、（1）トラックドライバー、（2）倉庫内作業者の双方を対
象に取り組むプログラムとして、ドライバー個人への情報提供および安全衛生委員会を
主体とした組織的な情報提供を主としたプログラムを開発した。（1）はトラックドライ
バーを想定して作成されたプログラムで、専用のウェブサイト（CoMITサイト）を通じ
た情報提供（YouTube、知識、ワーク、コミュニケーション）を行った。（2）は倉庫内
作業者を想定して、CoMITサイトを通じて現場のファシリテーターに対してデジタルヘ
ルスツールの提供や、職場改善活動メソッド、重量物取扱いに関する情報およびエクサ
サイズ情報を提供した。 

(2)倉庫内作業者へのアプローチ例 

(1)ドライバーへのアプローチ例 

YouTubeによる情報提供           CoMITサイトによる情報提供 
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令和 7 年 10 月より承諾を得た事業所で順

次介入を開始し、全ての介入の終了ならび

にデータ収集の完了時期は令和 8 年 6 月を

予定している。 

介入調査期間中は、年末年始を跨いでい

るため多くの企業・団体で繁忙期を迎えた。

したがって、多くの作業員（ドライバー・倉

庫作業者など）は大きな心身の負担を感じ

ていた可能性がある。本研究で得られた知

見を社会実装する際には、これらのリアル

ワールドにおける繁忙期・閑散期なども考

慮してプログラムを実践する必要がある。 

本研究で得られた複合型介入アプローチ

の腰痛対策効果に関する知見は、システマ

ティックレビューの知見とともに令和 8 年

度のMinds参照型腰痛予防ガイドライン策

定時に活用する予定である。 
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E. 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 
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２．実用新案登録 

 該当なし 

３．その他 

図 3. 複合型介入アプローチ Cの概要 
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